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視　点

る手間も省け、まるのまま調理できる。使い
残しの無駄がない。
どうやら人気の背景は、農家の高齢化、労

働力不足、消費者の少人数世帯化、共働き世
帯の増加など、様々な社会変化にあるようだ。

2　ミニトマトがミニ野菜の代表格
ミニ野菜で真っ先に思い浮かぶのはミニト

マトだ。統計データのある1990年以降、ミニ
トマトの出荷量は増加し続け、トマト全体に
対するミニトマトの比率も20％弱にまで上昇
した（第１図）。ミニトマトの人気は、手ごろ
なサイズであることはもちろん、それ以外に
も理由がありそうだ。トマト売り場を見れば
分かるが、ミニトマトは、色、形、大きさ、
糖度、酸味、皮や果肉の硬さ、機能性成分、
さまざまな要素で消費者の選択の幅が広い。
例えば、全農を中心に種子供給から生産、販
売までJA系統で管理するミニトマト「アンジ
ェレ®」は、糖度が高く、ゼリー質が少ない。

1　ミニチュア好き？
外国人に日本の盆栽が人気らしい。樹齢百

年の松が小さな鉢に収まる一つの世界観は、
他に類を見ない奥深さなのであろう。ドール
ハウス、ジオラマなど、現実を忠実に小さく
再現したものは他にも多数ある。これらに魅
了されるのは世界共通だ。
ミニ白菜、ミニチンゲンサイ等、ミニ野菜

も人気だが、ミニチュア志向とは事情が異な
る。ある種苗会社では小型野菜のメリットを
簡潔に説明している。要約すると以下のとお
りだ。
生産者にとっては、収穫までの時間が短く、

ひとつひとつが軽いので作業が楽。流通業者
にとっては、サイズが小さいので決まった面
積の売り場に、消費者の好みに合わせ多種類
の野菜が置ける。切り売りしないで済むので
ラッピングなどの手間が省け、鮮度が保てる。
消費者にとっては、カット野菜より日持ちし、
単身者や少人数の家庭で重宝する。包丁で切

理事研究員　小掠吉晃

ミニ農産物の成功条件とは

資料 農林水産省　野菜生産出荷総計
（注） ミニ比率はミニトマト出荷量を加工用を除いたトマト出荷量で除し

た比率。
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第1図　ミニトマトの出荷量の拡大
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レベルで分かれる。一方、鶏とウズラは、同
じキジ科だが「属」のレベルでヤケイ（野鶏）

属とウズラ属に分かれる。鶏卵をトマトに置
きかえると同じナス科で属が異なるピーマン
のような位置にウズラがいる。鶏卵には特定
機能成分を強化した特殊卵が多いが、鶏卵を
基準とするならば親鳥の属まで違うウズラ卵
は究極の特殊卵だ。実際にビタミンB12、鉄
分等の含有量は鶏卵よりかなり高く、こうし
た認知が広がることも消費拡大には重要だ。

4　皮をむく必要性の有無が重要では？
「一口サイズ」は「切らずに便利」という意
味にもつながる。しかし切らなくても一つ一
つ皮（殻）をむくとなると、小さい方が逆に手
間になる。ミニトマト、ベビーキャロット、
ミニダイコンなど、ミニサイズのものは一般
に皮をむかずそのまま食べる。ウズラ卵の場
合、殻つきの生卵よりも、殻をむいた水煮缶
詰等での販売が多いのはこうした事情であろ
う。中華丼、八宝菜という用途からみても、
ウズラ卵は「まるごと一口で食べられるゆで
卵」という状態になっていることがポイント
で、その状態に至るまでの加工・流通も問わ
れる。
新ジャガイモの季節になると小さいサイズ

のものだけを集めた一口サイズのジャガイモ
が出回る。これも一つずつ皮をむくと大変な
作業なので、皮付きで素揚げにすることが多
い。ミニサイズというだけでは優位に立てな
いようだ。

この特徴を生かし、サラダ用以外に、おやつ、
おつまみ用など新しい用途を意識し、ヘタを
取った状態で専用パッケージに詰め、ブラン
ド構築を進めてきた（写真１）。こうした多様
な選択肢で消費を刺激し続けてきたことがミ
ニトマト好調の一因に違いない。
企業の農業参入においてもミニトマト栽培

が選ばれるケースが多い。需要が安定してい
るほか、専用資材の開発、栽培管理のマニュ
アル化も進んでおり、環境制御型の施設があ
れば、農業未経験者でも比較的短期間の研修
で栽培を始めることができるようだ。代表的
な例としては、中玉品種のトマトを特殊なシ
ートを使うことで根から吸収する水分を制限
し、高糖度のミニトマトに仕上げて独自ルー
トで販売する手法がある。参入者が多いこと
で栽培手法にも多様性が生まれているようだ。

3　小さいが苦戦するウズラ卵
先ほどのアンジェレが１つ５～21gなのに

対し、ウズラ卵は８～12g。サイズ的には同じ
一口サイズの領域だが、ウズラ卵は卵市場の
なかでシェアを伸ばしているわけではない。
残念ながらウズラ農家の減少により生産量は
縮小傾向にある。 ウズラ卵は鶏卵の６分の１
程の重さで、消費者としては「ミニ鶏卵」的
な捉え方も可能だが、家庭の冷蔵庫に常備さ
れる鶏卵とは異なり、ウズラ卵は中華丼、八
宝菜など特定の用途を意識した目的買いに限
定されてしまう。鶏卵自体が（ミニサイズにせ
ずとも）手ごろなサイズであるうえに、鶏卵と
の価格差が原因であろう。
もっともウズラ卵をミニ野菜と同列に語る

のは不適切かもしれない。生物の分類は、
「科」、「属」、「種」、「品種」の順になるが、ミ
ニ野菜の場合は、普通サイズのものと「品種」

　＜参考文献＞
・ サカタのタネ　https://www.sakataseed.co.jp/special/
mini/index.html

（おぐら　よしあき）
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〈バレイショ特集〉─食農リサーチ─

仕向けられ、直近16年の用途別数量は順に701
千トン、616千トン、543千トンである。
バレイショには用途ごとに多数の品種があ

り、生食用では男爵、メークイン、加工食品
用ではトヨシロ、スノーデン、でん粉原料用
ではコナフブキ、コナヒメ等が代表的な品種
である。これらの品種は、国・都道府県の農
業試験場や系統団体、民間の種苗会社によっ
て育種が行われてきた。

2　サラダでの消費が堅調な伸び
家計がいかなるかたちでバレイショを消費

してきたのかを把握するために、消費形態別
に国民１人あたり年間購入金額の推移を示し
た（第２図）。「青果」の金額は750～950円ほど
の比較的狭いレンジで安定的に推移してきた。
バレイショを加工した「コロッケ」の金額は
00年まで増加傾向だったが、それ以降600円台
で推移した。同様の「サラダ」の金額は00年
には823円と1980年比で３倍弱に伸び、11年頃
から再び急激に増加して直近の17年には1,558

1　バレイショの国内生産と用途
バレイショは南米原産のナス科植物であ

り、寒冷地でも育つ炭水化物の重要な供給源
として、世界中で生産されてきた。わが国に
は16世紀末にインドネシア経由でオランダ人
が持ち込み、全国へと広まったとされる。現
在では北海道および長崎・鹿児島がバレイシ
ョの主産地であり、この３道県が全国の収穫
量に占めるシェアは８割を超える（第１表）。
以下ではバレイショの生産・消費・輸入の概
況を紹介したい。
国内生産量はかつて3,000千トンを超えてい

たが、2010年代にはその６割程度の2,100～
2,500千トンで推移している（第１図）。バレイ
ショはでん粉原料用、生食用、加工食品用に

主事研究員　一瀬裕一郎

バレイショの生産・消費・輸入トレンドと今後の課題

都道府県 収穫量 シェア
北海道 1,715 78.0
長崎 85 3.9
鹿児島 71 3.2
全国計 2,199 100.0

資料 農林水産省「野菜生産出荷統計」

第1表　 バレイショの収穫量（2016年産）
（単位　千トン、％）
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資料 農林水産省（2018）、以下同じ
（注） 数字は国内生産量の合計。05年までは5年ごとの推移。

第1図　国産バレイショの生産量と用途
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（注） 00年までは5年ごとの推移。

第2図　国民1人あたりバレイショ
年間購入金額の推移
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4　貿易交渉の帰趨が当面の課題か
17年に交渉妥結した日EU経済連携協定で

は、バレイショでん粉について関税割当枠が
拡大された。米国との物品貿易協定でも業界
団体の意向を酌み、米国は端境期の２～７月
に限られている生鮮バレイショ輸入の周年化
等を求めてくる可能性があろう。これらの影
響によって、国内のバレイショ生産基盤が打
撃を被らぬように、万全の対策が求められる。

円となった。00年までの「コロッケ」「サラダ」
の伸びは、食の外部化・簡便化の進展が背景
のひとつとみられる。また、10年代の「サラダ」
の急伸と「コロッケ」の停滞は、従前の食の
外部化・簡便化という流れを引き継ぎつつも、
食についても健康志向が強まってきたことが
一因であると考えられよう。今後もこの傾向
は継続するとみられる。

3　輸入は国内生産を補完する役割
わが国はバレイショ関連品目を年間８～10

億トン（生いも換算）輸入している（第３図）。そ
のうち、７～８億トンは冷凍で、多くが米国
やベルギーで生産されたフレンチポテトフラ
イである。なお、生鮮の輸入は、ジャガイモ
シストセンチュウ等の病害虫の侵入を防ぐた
め、植物検疫法に基づいて制限されており、
極めて少ない。
バレイショの国内生産と輸入の関係を把握

するために、国内生産量を横軸に、輸入量を
縦軸にとり、1998年から2016年までの19年間
の値をプロットした（第４図）。回帰分析の結
果は図中に示した値となり、国内生産量と輸
入量の間にはかなり強い負の相関関係（国内生
産量が100トン減少すると輸入量が30.6トン増加

する）があるといえる。バレイショは毎年決ま
った数量が安定的に輸入されているわけでは
なく、輸入量は国内生産の豊凶変動によって
規定され、豊作の年には少なく、不作の年に
は多くなる。換言すれば、バレイショの国内
需要は年ごとの変動が小さい一方で、国内生
産は豊凶変動が大きいがために、その差を輸
入によって補完しているといえよう

（注）
。

（注）例えば、2016年 8月に北海道へ台風が相次いで
襲来した影響で、バレイショは大不作となり、翌
春には小売店の棚からポテトチップスが消えたい
わゆる「ポテチショック」が発生した。一転して17

年は天候に恵まれ、バレイショは大豊作となった。

　＜主要参考資料・WEBサイト＞
・ 田宮誠司（2016）「ばれいしょの需要変化と品種の動向」
『野菜情報』10月号
・ 日本特産農作物種苗協会（2010）『特産種苗』第7号
・ 農林水産省（2018）「平成29年度版いも・でん粉に関する
資料」

・ Wall Street Journal（2017）“Japan’s Potato Panic” 
2017年 4月17日付
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（注） 輸入量は生いも換算の数量。

第3図　バレイショ関連品目の輸入量
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第4図　国内生産量と輸入量の関係（1998年-2016年）
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〈バレイショ特集〉─食農リサーチ─

2　多段階からなる原原種生産
センターでの原原種生産の流れを示したの

が第２図である。
まず、バレイショの芽から無病な部位（茎頂

の生長点）を切り出し（第２図①）、試験管内で
培養苗を増殖させ（②）、温室内でミニチュー
バー（10gの種いも）を生産する（③）。それを屋
外ほ場に植えつけ、防虫網をかけて、原原種
のもととなる基本種を生産する（④）。そして、
屋外で防虫網をかけずに生産されるのが原原
種である（⑤）。
基本種・原原種を生産した後のほ場では、

連作障害を防ぐために、掘り残しを徹底的に
除去しながら、５年輪作を行っている。

3　無病性確保のための防除と検査
②・③の工程では試験管や温室を用い、感

染源（アブラムシ、土壌）から遠ざけて生産する
ことで、無病度を高めている。
④・⑤は、屋外ほ場のため、週１回の農薬

散布と目視による抜取り作業で、感染を防い
でいる。抜取りは、センター職員がほ場を畦

あぜ

1　無病な種いもの重要性
バレイショは、アブラムシや土壌を媒介す

る病気に侵されやすく、一度罹病すると次世
代以降の種いもに感染し、生産性を下げるこ
ととなる。したがって、無病（ウイルスや細菌
に侵されていない状態）の種いもを生産現場に
供給することが重要である。
種いもは、原原種、原種、採種の３段階を通

して供給される（第１図）。起点となる原原種
は高い無病性が求められるため、国立研究開
発法人農業・食品産業技術総合研究機構種苗
管理センター（以下「センター」）が生産を担っ
ており、原種・採種は道県やJA等が生産して
いる。以下では、センターでの原原種の生産
体系と、近年の価格動向を紹介したい。

研究員　原　理紗

高い無病性を確保するためのバレイショ原原種生産
─ 種苗管理センターの生産・検査体系 ─

第1図　バレイショの種いも生産の流れ

資料　種苗管理センター

試験場、
民間
企業等の
育成者

新品種
開発

種苗管理
センター

原原種

道県

原種

農業団体

採種

農家

一般
栽培

第2図　種苗管理センターの原原種生産

資料 田島和幸（2010）および聞き取りより作成
（注） ①は新しい品種の導入時のみ必要な作業であり、②～⑤は全ての品種の増殖時に必要な作業である。

順化・育苗

新品種の導入

①無病な部位
（生長点）を切
り出す

②試験管内で
培養苗を増
殖

温室 防虫網

2年

③温室内でのミニチュ
ーバ―（10gの種い
も）生産

1年

④屋外ほ場での「基本
種」（40～190gの種
いも）生産

1～2年

⑤屋外ほ場での「原原
種」（40～190gの種
いも）生産

1年
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ただし、原原種を1,000円値上げしても、原
原種１kgは採種では100kgに増殖されるため
採種を10円値上げすることで原種・採種産地
は対応でき、一般栽培の生産者への影響は少
ないと考えられる。

5　原原種生産のコスト削減に向けて
無病な原原種生産は病害発生の抑制に貢献

してきたが、その生産には多くの労力が必要
で、国が事業を支えている。将来にわたって
原原種を供給し続けるためには、生産の効率
化が欠かせない。
センターでは、現在、栽培管理方法の改善

によるミニチューバーの収量向上や、ウェア
ラブルカメラを用いた視線分析による熟練職
員の抜取りの技術伝承等の取組みをしている。
例えば、ICT（情報通信技術）を用いたドローン
等による病虫害診断等の技術革新があれば、
一層の作業効率化が期待される。
最新技術を導入しつつ、生産の効率化を進

めることが、生産者が無病の種いもを入手で
きる仕組みを維持するために重要だと考える。

ごとに歩いて見回り、異常を察知して、早期
に対処する必要がある（写真１）。
このような防除に加えて、培養苗、ミニチ

ューバー、基本種、原原種の各段階で、検査
を行うことが植物防疫法で義務づけられてい
る。ウイルス病や細菌病、線虫の有無を調べ
るために、遺伝子診断、接種検定、培養検定
等の検査を行っている。
センターの職員は、春～秋には生産、ほ場

での検査、冬には次作用の種バレイショの検
査業務があり、栽培管理、病害虫診断、検査
実験等の技術が求められる。このように、原
原種の生産は、栽培管理、検査技術等に精通
した職員によって支えられている。

4　原原種価格上昇の背景と影響
栽培中の異常株の抜取りや検査業務には、

多くの人手が必要になる。原原種の生産コス
トは販売収入を大きく上回っており、その差
額は、年々減少する国からの交付金で賄って
いる（第３図）。
こうしたなか、独立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針（2010年12月７日閣議決定）
において、「原原種の生産コストと道県への配
布価格に大きな乖離があるため、配布価格を
引き上げることにより、自己収入の拡大を図
る」とされたため、20kgの価格は12年の1,760
円から14年の2,809円へと、６割上がった。

　＜参考文献＞
・ 田島和幸（2010）「ばれいしょ原原種の生産・配布につい
て」『特産種苗』第 7号、15～18頁
・ 田畑建司（1982）「ばれいしょの原採種事業の現状と問題
点」『日本育種学会・日本作物学会北海道談話会会報』第
22巻、60～62頁

（はら　りさ）

写真 1　 異常株の抜取り作業の様子
（写真：種苗管理センター提供）

資料 農林水産省「平成28年度政策別コスト情報」、「ばれいしょ原原種の配布価格の推
移」より作成

（注） フルコストの性質別割合は、バレイショとサトウキビの種苗生産事業を合わせて算出
したもの。

第3図　1袋（20kg）あたりバレイショ原原種のフルコストと収入

19,668円

国のフルコスト
（0.1％）

種苗管理
センターの
フルコスト
（99.9％）

交付金
（85.1％）

余剰原原種、
規格外品販売等
（0.6％）

減価償却
（8.5％）
物財費
（22.1％）

人件費
（69.3％）

＝ 16,744円

＝ 115円

原原種販売
（14.3％） ＝ 2,809円

フルコスト 収入
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〈バレイショ特集〉─食農リサーチ─

県で生産されている。

種いもほ場の設置面積（原種と採種の合計）は

2000年から08年まで横ばいで推移したが、そ

の後減少している（第１図）。17年の設置面積

は、北海道（480千ha）、青森（10千ha）、長崎

（８千ha）の順に多く、北海道は面積全体の９

割以上を占める。

2　生産は労働集約的

北海道で生産される種いもの多くは、道内

のバレイショ栽培に用いられる。ただし、一

部はホクレン等を経由して道外のJA、種苗会

社、ホームセンター等へ出荷される。

道外向けは18JAが生産し、中でも札幌市東

部のJAそらち南は道外出荷量の多くを占め

る。同JAの道外出荷の歴史は古く、現在は15

品種を、鹿児島を中心とする全国の主要産地

へ販売している。同JA管内の最近の生産動向

を見ると、農家戸数が09年の96戸から18年の

74戸へと一貫して減少している。面積は14年

から減少し18年は281haである（第２表）。

バレイショ生産に必要な種いもは、原原種、

原種（原原種から生産する種いも）、採種（原種か

ら生産する種いも）へと増殖する。原種、採種

は種いも農家が生産し、採種が一般に種いも
（注）

としてバレイショ農家に供給される。

以下では、種いもの生産・流通に関する制

度とJAそらち南（北海道栗山町）を事例に生産

実態について紹介する。

1　生産を担う北海道

種いもを介した病虫害のまん延防止のた

め、種いもを生産地から移動するには、植物

防疫法に基づく国の検査に合格する必要があ

る。具体的には、ジャガイモシストセンチュ

ウ等の害虫とそうか病菌等の細菌について、植

付前（使用予定種いもと植付予定ほ場）、植付後

（栽培期間中のほ場）、掘取後（生産物）に検査し

（第１表）、合格したものに証票が発給される。

種いもは現在、北海道、青森、岩手、福島、

群馬、長野、岡山、広島、長崎、熊本の10道

研究員　福田彩乃

種いもに関する制度と生産実態
─ JAそらち南（北海道） ─

検査 検査事項 検査方法

植
付
前

使用予定種
いも検査 産地及び系統 申請書類等

植付予定
ほ場検査

ジャガイモシストセンチュウが
検出されないこと。
生産に適した条件にあること。

土壌審査等

植
付
後
ほ場検査

罹病株がないこと。
病害虫が付着していないこ
と。

ほ場別に、任
意に種いもを
掘り出し、検査

掘
取
後
生産物検査

罹病していないこと。
くわ等で損傷を受けていない
こと。

ほ場別に、任
意に抽出した
種いもを検査

資料 農林水産省「種馬鈴しょ検査実施要領」

第1表　 種いもの検査内容

700
600
500
400
300
200
100
0

（千ha）

00
年

02 04 06 08 10 12 14 1617

資料　農林水産省「種馬鈴しょ検査成績表」

第1図　種いもほ場の設置面積（原種と採種の合計）
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る。

このように、種いも生産は労働集約的とい

う特徴がある。産地の維持・発展のためには

農家のモチベーション向上が重要で、同JAで

は30年程前から毎年、鹿児島県内のバレイシ

ョ農家との情報交換を行っているという。顔

の見える関係を構築し、直接、品質について

の評価や要望を把握している。

3　安定供給のため、省力化が必要

種いもの生産・流通は植物防疫法等に基づ

き、安定的に行われている。生産現場では、前

準備や栽培期間中の抜き取りを手作業で行い、

防除を徹底している。

そうしたなか、規模拡大が進む道内の一部

地域では、切断刀の消毒装置を備えたカッテ

ィングプランターの導入で植付前作業を省力

化する事例が見られる。今後も生産者数が減

少することが予想されるなかで、種いもを安

定的に供給するためには、機械の導入等で省

力化を図ることが重要になると考える。

第２図は道内の種いもとバレイショの１ha

あたりの旬別作業時間を示したものである。

種いもは特に３月下旬～４月上旬の植付前準

備（①）と８月下旬～９月上旬の収穫・粗選果

（②）の作業時間が多い。

種いも生産では原原種や原種を複数に切り

分け、切片を植えつけるのが一般的で、その

前準備のため、手作業での切り分けが発生す

る。また切断刀を介した病害虫の伝染防止の

ため、切り分けの度に刀の消毒が必要となる。

粗選果は、農家が傷ついた種いも等を手作

業で取り除く作業である。早期出荷品種の場

合、他の輪作作物と作業時期が重複するため

農家の負担が大きいという。

そこでJAそらち南は17年から試験的に、農

家から粗選果を受託し、18年には専用機械を

導入した。対象品目は、管内で最も設置面積

が大きい早期出荷品種のニシユタカ、そして

ホッカイコガネ、デジマ、ピルカの４品種と

し、管内設置面積の３割をJAがカバーしてい

（注）植物防疫法等の関連規定では種馬鈴しょと表記
されるが、本文では種いもとする。

　＜参考文献＞
・ カルビーポテト（2017）『ポテカル』No.113
・ 日本特産農作物種苗協会（2010）「特集　ばれいしょ」『特
産種苗』No. 7

（ふくだ　あやの）

戸数 設置面積 1戸当たり
設置面積

2009年 96 274 2.9
10 93 270 2.9
11 93 287 3.1
12 91 292 3.2
13 87 292 3.4
14 84 290 3.5
15 81 286 3.5
16 80 278 3.5
17 76 278 3.7
18 74 281 3.8

資料 聞き取りを基に筆者作成
（注）  設置面積は原種と採種の合計。

第2表　 JAそらち南の種いもの設置面積と
1戸あたり面積の推移

（単位　戸、ha）

資料 北海道農政部（2013）『北海道農業生産技術体系（第4版）』

35
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5
0

（時間）

3月 4
上中下

5
上中下

6
上中下

7
上中下

8
上中下

9
上中下
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上中下上中下

第2図　北海道における種いも生産とバレイショ生産
にかかる1haあたり旬別労働時間

②
①

種いも農家
バレイショ農家
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また、組合設立当初から、無人ヘリによる

防除作業受託や機械オペレーターの派遣を行

うなど、コントラクターとしても役割を発揮

してきた。

同社は熊本県の加工用バレイショ生産の視

察をきっかけに、09年からポテトチップスを

製造する国内大手食品メーカーと、契約栽培

を始めた。

品種は加工向けのトヨシロとオホーツクチ

ップである。機械導入による省力化を図るた

め、栽培開始に伴い、10年に収穫専用のハー

ベスター２台、大型トラクター１台を購入し

た。

当初３年間は、７月に収穫・出荷する作型

のため、収穫が梅雨と重なり、機械作業が遅

れがちで、バレイショに腐りも発生した。そ

こで、１月末から２月中旬まで植え付けを行

い、５月下旬から６月中旬まで収穫・出荷す

る作型へと変更した。収穫時期を前倒しした

ことで、「水稲→小麦→加工用人参→加工用バ

レイショ」の２年４作の輪作体系を確立した

（第１表）。この結果、水田の土地利用度が向

ポテトチップスなど加工向けのバレイショ

需要は、ここ10年拡大が続いている。需要に

は国産バレイショが対応しており、その約９

割は北海道に集中している。

食品メーカーは異常気象による供給変動を

受け、産地分散を模索している。ただし、府

県では、多雨の気候条件やバレイショ栽培で

の連作障害への対応など、普及に向けての課

題が多い。

こうしたなか、栽培体系の確立による生産

拡大の事例として、福岡県朝倉市の株式会社

ウイング甘木（以下「ウイング甘木」）とJA筑前

あさくらを紹介する。

1　地域条件に合わせた作型

ウイング甘木の前身は1996年に設立した農

事組合法人で、事業拡大や人材育成・確保を

目的に、2008年に株式会社へ組織変更した。

現在の従業員は８人、経営面積75haで、水稲、

麦から、規模拡大に応じて加工用バレイシ

ョ・人参、アスパラガスなど品目数を増やし

てきた。

研究員　趙　玉亮

地域条件に合わせた加工用バレイショの契約栽培
─ 福岡県朝倉市のウイング甘木の取組み ─

2
年
4
作

1年目 2年目 3年目

6月中下旬 10月半ば 11月 5月末 7～8月 12～1月 1月末 5月下旬～
6月半ば 6月中下旬

水稲 田植え 収穫 田植え
小麦 播種 収穫
加工用人参 播種 収穫
加工用バレイショ 定植 収穫

資料 ウイング甘木へのヒアリングを基に作成

第1表　 株式会社ウイング甘木の作付体系
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培期間中のほ場の見回り、収穫時期を確認し

ている。

JAは生産者と食品メーカーとの間で、栽培

面積や種いもの必要量などのとりまとめや調

整を行っている。さらに、品質改善やトレー

サビリティのため、生産者が栽培履歴、農薬

施用などの報告書を作成し、JAが確認のうえ、

食品メーカーに提出している。このほか、出

荷明細の確認や販売代金の清算といった作業

もJAが行っている。

また、地域での普及のため、JAが組合員向

けの説明会を定期的に開催している。15年に

は、新たに１法人が加工用バレイショの栽培

を開始し、管内の栽培面積は18年に22haに達

した。

3　有望な転作品目と今後に向け

本事例では、地域条件などに合わせた栽培

体系の確立によって、加工用バレイショに適

切な生育環境を確保しながら、水田のフル活

用を達成している。このように、安定的な収

益が得られることで、加工用バレイショは水

田転作の品目となりうると考える。

今後の課題として、反収のさらなる向上が

求められる。また、収穫労働軽減のためのハ

ーベスター導入には、数ha以上の経営規模が

必要となる。このため、農地集積の促進によ

る機械作業の効率改善も重要である。

（チョウ　ギョクリョウ）

上するとともに、バレイショの連作障害を回

避することも可能となった
（注1）
。

同社のバレイショ栽培は、耕作・畝たてか

ら生育までは手間がかからないという。収穫

は、３～４人の作業員がハーベスター上で、

掘り起こされたバレイショを手作業で選別す

る。その後、専用コンテナに積み替え、食品

メーカーが手配するトラックで出荷する。

バレイショの収益性については、同社の反

収は３t前後で、単価50円/kgとすると、10aあ

たり売上高は10数万円となる
（注2）
。農林水産省に

よれば、一般的な生産費は10aあたり９万円程

度である。同社のように、一定の反収水準に

達すると、安定的な収益源になるものと考え

られる。現在、同社のバレイショの栽培面積

は17haと順調に拡大している。

2　食品メーカー、JAとの協力体制

契約栽培に伴う細かく規定された品質・規

格・納期などへの対応のため、ウイング甘木

を含めた生産者、食品メーカー、JA筑前あさ

くらが連携している。

食品メーカーは種いもの提供、技術指導、

トラック手配など出荷時の生産者の負担軽減

に努めている。また、食品メーカーのフィー

ルドマンは頻繁に産地を訪問することで、栽

（注 1）バレイショの連作は、そうか病、青枯れ病、
線虫などの発生を増加させ、バレイショの品質や
収量を低下させる。一方、水稲を輪作に取り入れ
ると、連作障害を起こす病原菌や虫害の発生を抑
えることができる。

（注 2）食品メーカーの加工場では入荷時の重量から
一定の割合を引いた正味重量で代金を計算する。
販売単価は筆者が行ったいくつかの事例調査の平
均値である。
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〈バレイショ特集〉─食農リサーチ─

か病を防除する方法が、経験的に行われてきた。
上記方法に注目し、有機資材による防除メ

カニズムの解明、新たな栽培体系の開発、全
国への普及を目的として、2014年から産学官
連携による５年間の研究プロジェクト

（注1）
が実施

されている（第１表）。
プロジェクトの成果のひとつとして、大麦

発酵濃縮液（商品名：ソイルサプリエキス、以下
「SSE」）による種いもへのコーティング処理が、
防除に有効であることが明らかになった。公
表された研究成果を基に、概要を紹介したい。

3　化学農薬と同等の効果が期待
SSEは、麦焼酎製造で発生する残渣を原料

とする液状肥料である。種いもへのコーティ
ングの処理方法は、SSE、化学農薬ともにほ
とんど同じである。SSEを５倍希釈してよく
撹
かく

拌
はん

し、種いもに浸してよくなじませ、風乾
後、通常の種いもと同様に植付ける。
鹿児島県農業開発総合センターの実験

（注2）
によ

ると、SSEでコーティングしたものは、化学農
薬を用いたものと同等の防除効果があり、可販
収量（病斑がなく販売可能な収量）は2.4t/10aで、
無処理区の0.7t/10aと比べて３倍強であった。

1　そうか病の発生状況と対処法
そうか病は、バレイショの表皮に褐色のかさ

ぶた状の病斑ができる病気で、発病すると収量
は下がらないものの、見た目や品質が悪くなり
商品価値も大きく下がる（写真１）。北海道では
例年20～40%のほ場で発生しており、国内だけ
でなく世界の主要産地でも問題となっている。
そうか病の防除には様々な方法があるが、そ

れぞれに課題がある。土壌pHの酸性化や土壌
消毒は、安定した防除効果が得られていない。
そうか病の抵抗性品種の作付けは非常に有効
で、近年ポテトチップス用を中心に作付けが拡
大している。しかし、同品種は消費者になじみ
がなく、家庭消費向けには普及が進んでいない。
また、化学農薬による種いもコーティング

は効果があるものの、生産者等による種いも
の浸し作業と廃液処理のコストが負担となっ
ている。

2　産学官による新たな栽培体系の開発
こうしたなか、鹿児島県では、土壌消毒剤を

使わず、安価な有機資材（米ぬか、ふすま）を土
壌に施用し、有用な微生物を増やすことでそう

研究員　原　理紗

有機資材を用いたバレイショのそうか病研究
─ 有機物と微生物を利用する新栽培体系を目指す研究プロジェクト ─

参画団体 役割分担
鹿児島大学 防除メカニズムの解明
農研機構北海道農業研究センター
鹿児島県農業開発総合センター
長崎県農林技術開発センター

各地域での栽培体系の
開発

片倉コープアグリ株式会社 資材の開発、製造
技術普及

資料 筆者作成

第1表　 新規栽培体系の開発をめざす
産学官連携による研究チーム

写真 1　 そうか病が発症したバレイショ
（写真：片倉コープアグリ株式会社提供）
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た後の液体は、液肥として土壌散布が可能で、
また、化学農薬と比較して安価なため、生産者
と環境双方にとってメリットがある（第２表）。
ただし、化学農薬はそうか病だけでなく複

数の病害への効果があるのに対し、SSEはそ
うか病以外に対する知見がまだ少ないという
課題が残っており、今後も研究を進める必要
がある。
また、研究プロジェクトでは現在、バチル

ス属細菌自体を土壌施用する微生物資材も開
発中だ。SSE、微生物資材、米ぬか等、複数
の有機資材を組み合わせることで、化学農薬
を使用しなくても高い防除効果のある栽培体
系の開発に取り組んでいる。
これらの成果を生かし、微生物を用いた新

しい栽培体系が生産現場でどのように普及し
ていくのか、注目したい。

4　土壌微生物を利用する防除メカニズム
SSEによる防除メカニズムは、微生物を利

用するものであり、化学農薬による防除とは
異なる。
バレイショ表皮には、病害を引き起こすそう

か病菌だけでなく、病害を抑制するバチルス
属細菌も着生している。バチルス属細菌が分
泌する成分は、そうか病菌の増殖を抑制する。
化学農薬は殺菌剤であり、微生物の胞子発

芽や増殖を抑制するため、そうか病菌だけで
なくバチルス属細菌も含む幅広い種類の微生
物に対して殺菌効果を持つ。
一方、SSEでコーティングすると、SSEがそう

か病菌の増殖を抑えるとともに、バチルス属細
菌の増殖を促進する。そして、バチルス属細菌
が抗そうか病成分を分泌することで、そうか病
菌の増殖が抑制されるとみられている（第１図）。

5　生産者にも環境にも優しい栽培体系へ
SSEはJAS有機適合性評価を受けたことで、

有機栽培でも使用可能である。種いもを浸し

（注 1）内閣府戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）「次世代農林水産業創造技術」によって実施。

（注 2）実験は、そうか病に汚染された種いもを使用し、
土壌消毒をしたほ場に植付ける条件で行われた。

　＜参考文献＞
・ 浅野賢治（2017）「ジャガイモそうか病防除に向けた取り
組み」『いも類振興情報』、133号、24～28頁

・ 池田成志ほか（2018）「自然共生型農業研究シンポジウム
講演要旨」2018年10月開催

・ 富濵毅ほか（2018）「大麦発酵濃縮液の種いもコーティン
グ処理によるジャガイモそうか病の種いも伝染の抑制」
『日本土壌肥料学雑誌』第89巻、第 1号、31～36頁
・ Tsuyoshi Tomihama et al．（2016）“Rice Bran 
Amendment Suppresses Potato Common Scab 
by Increasing Antagonistic Bacterial Community 
Levels in the Rhizosphere”, Phytopathology, Vol. 
106, No. 7 , pp. 719‒728.

（はら　りさ）

第1図　SSEの種いもコーティングによる
そうか病菌の増殖抑制メカニズム

資料　鹿児島大学研究成果報告より作成

抗そうか病成分を分泌

微生物の生存に必要な
栄養分・場所の奪い合い

大麦発酵濃縮液
（SSE）

養分の供給 SSE高濃度下で
そうか病菌は
生存不可

バチルス属細菌
（有用菌）

そうか病菌
（病原菌）

A　　　B：AがBの増殖を助ける
A　　　B：AがBの増殖を阻害
A　　　B：AとBがお互いの増殖を阻害

SSE 市販化学農薬A

防除
メカニズム

そうか病菌の増殖を抑
制するバチルス属細菌
の増殖を促進

微生物の胞子発芽、付
着器形成、菌糸伸長を
抑制（幅広い種の微生物
の増殖抑制）

コーティング
にかかる
資材のコスト

約200円/10a 約3,500円/10a

廃液処理 ほ場散布可能
（液肥としての効果が期待）専門業者への委託

有機栽培 利用可能 利用不可
資料 鹿児島農業開発総合センターの作成資料に一部加筆
（注）  化学農薬の防除メカニズムは、食品安全委員会農薬専門調査

会の農薬評価書より引用。

第2表　 SSEと化学農薬の比較
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〈レポート〉農林水産業

理事研究員　堀内芳彦

有機農産物の市場拡大を目指す生産者集団（株）マルタ

組織で、株主は農産物を出荷する産地・生産
者で構成され、役員も産地組織代表者が就任
している。（第１図参照）
現在、取引契約のある産地・生産者数は約

220グループ、1,600人。経営主の平均年齢は
50代半ばで、比較的大規模な家族経営体・農
業法人等のプロ農家が集まり、一部地域JAも
参画しこれらがネットワーク化されている。

2　マルタの強み
青果物を中心とする同社の売上高は2008年

度に40億円、11年度に50億円、13年度に70億
円を達成し、17年度は72.5億円となった。（第
２図参照）　この売上拡大の主な要因として、
次のような点が挙げられる。
（1）　生産者相互交流による生産技術向上

産地ネットワークを活用して開催される全
国・各地区での大会、研修会等を通して、生
産者同士が生産技術や農業経営に関する情報
共有を行い、互いのレベル向上に努めている。
また、土作りと味にこだわる生産者の基幹

資材として、自社で開発し製造する有機発酵
肥料「モグラ堆肥」を会員に提供している。

2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会の農産物調達基準で、有機農産物が
推奨対象に位置づけられた。これを契機に、
今後その市場拡大が期待されているなか、全
国の有機農業、環境保全型農業に取り組む生
産者で組織された青果物卸売業者で、近年有
機農産物の取扱高を伸ばしている（株）マルタ
の事業概要について紹介する。

1　プロ農家が集まるネットワーク型組織
（株）マルタ

（注）

は、南九州の柑橘生産者有志が
集まり、有機農業を志向する生産者の組合と
して1975年に発足した。
組織の特徴として、「土作りと味にこだわ

り、有機農業を目標に持続可能な農業を目指
す」という理念に賛同する生産者であれば、
全国どこでも団体、個人を問わず参加できる

第1図　（株）マルタ 組織図

資料　（株）マルタ提供資料より作成

取引
産地

（株）マルタ

出
資
産
地

（
生
産
者
）

生
産
者

産
地
事
務
局

営業
商談

生産情報、格付け情報、
年次産地評価の共有

株主総会
監査役

取締役会

出資
配当
一部
経営参画

【営業本部】
・商品企画、営業
・計画立案と進捗管理
・商品管理　
・受発注対応
・物流 他

【品質管理部】
・生産履歴データ収集、管理
・現地確認 
・収集データに基づく格付け
・生産管理、技術情報提供
・GAP導入、認証取得支援

【モグラ堆肥センター】
・有機発酵肥料「モグラ堆
肥」の製造

【総務経理部】

販
売
先（
量
販
店
、生
協
、ネ
ッ
ト
通
販
、学
校
給
食
等
）

肥料など
生産資材
の供給
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構築の
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情報交換
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生産委託
商談

生産管理
情報開示
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（億円）（億円）

2012年度 13 14 15 16 17

資料 第1図に同じ

第2図　（株）マルタの売上高の推移

その他青果物
青果物のうち有機農産物
（右目盛）
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（2）　産地リレーによる農産物の周年供給

北海道から沖縄までの産地ネットワークを
活用し、栽培に無理のない旬の産地をリレー
することで、バレイショ、人参、玉ねぎ、ト
マト等の農産物を安定的に周年供給できる体
制を構築している。産地リレーは、単に産地
をつなぎ合わせるだけではなく、一定水準以
上の統一した生産管理基準のもと、有機栽培
や特別栽培などの栽培内容や品種、機能性な
どプロ農家によるこだわり農産物を、取引先
の要望に応じて提供できることが強みである。
主要販売先は、独自の生産・品質管理基準

を持つ量販店のPB商品や生協の産直商品など
を中心に、17年度実績で店舗向け販売（量販店
等）62％、生協16％、ネット通販10%となって
いる。
（3）　ほ場毎の栽培情報の一括管理

営業本部と独立した品質管理部を設置し、
生産委託を行う生産者については、ほ場情報、
生産履歴情報をITを活用して一括管理し、ほ
場毎の栽培状況を把握する体制を構築してい
る。これにより、安全性を担保するとともに、
計画的な生産・販売が可能となっている。
また、品質管理部が毎年現地確認を行い、

産地の組織管理体制の確認・指導を行うほか、
GAP導入の支援を行っている。（第１図参照）
（4）　生産者の手取り確保

生産者とは取引基本契約を締結したうえで、
生産者の手取り確保のため、生産者の希望単
価を優先した実質買取販売を行い、販売先と
はこの価格を基に価格交渉を行う。実質販売
手数料といえる粗利は５～６%程度と市場出
荷より安価であり、この点も生産者が同社への
出荷量を増やすインセンティブになっている。

3　有機農産物の市場拡大に向けて
日本でも食品に加えコスメやファッション

も含めライフスタイルとしてオーガニックへ
の関心が高まり、イオン等の大手量販店が有
機農産物の売場拡大を進めるなかで、同社の
有機農産物売上高は、14年度3.0億円から２桁
成長が続き17年度5.5億円に達した。（第２図参
照）

足元では有機農産物の小売り側の需要に対
し、国産品の供給が不足しているといわれる
状況のなかで、同社では、ネットワーク機能
を生かした計画的な生産と販売のマッチング
による産地作りを課題に挙げている。特に、
生産者側で、安定した生産力の確保のため、
適正品種の選択や行政・研究機関と連携した
新技術（土壌微生物関連の研究成果など）の導入
等により、収量・品質の向上とコスト削減を
図る経営努力が重要としている。
商品開発面では、消費者ニーズの変化（時

短、個食化など）に伴い、カット野菜、冷凍食
品、惣菜等の加工度を高めた商品の需要が拡
大しており、有機農産物も食品加工業者と連
携した加工食品の開発が重要としている。
具体的な事例としては、宮崎県での冷凍野

菜用の有機人参の取組みが挙げられる。生食
用でも問題のない加工用品種を、作りやすい
旬の時期（秋冬期）に２L以上の大玉まで育てる
（全体の８割強）ことで、通常は反収２～３トン
程度のところを有機栽培でも反収６トンを上
げている。収量増により原料単価を引き下げ、
冷凍加工・保存することで周年供給が可能と
なっている。また、２割弱のL～Sサイズは青
果で出荷し、収穫物を無駄なく販売している。
青果物の有機加工食品は、国内で大ロット

での原料調達が難しく有機加工対応できる工
場も少ないといわれており、同社の産地作り
および加工食品の商品開発に向けた今後の取
組みが注目される。

（ほりうち　よしひこ）
（注）本社：東京都千代田区、17年度：資本金1.77億円、
年商72.5億円、従業員数44人
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〈レポート〉農林水産業

理事研究員　小掠吉晃

手書きノート管理の次のステップとは
─ うずら農場の生産技術指標管理の導入検討事例 ─

なウズラ経営管理ソフトが完成した。ここに
ヒナの導入日が同じ「ウズラ群」を基本単位
として毎日データ入力すれば、飼料要求率（飼
料給与量を産卵重量で除したもの）、産卵率（１
日１羽あたりの産卵個数）等が算出され、表や
グラフで自動表示されるようになった。

3　データ取得の制約に直面
早速この試作ソフトをＡ社で試してみようと

思ったのだが問題が発覚した。肝心の入力デー
タが得られないのだ。①飼料タンクに計量装置
がなく、タンクが複数のウズラ舎の共用のため、
群単位の飼料給与量が測れない、②エッグカウ
ンターがなく、産卵個数を測れない、③農場で
のデータ入力は人手不足で難しい、等が原因だ。
設備の整った大規模養鶏場と自動化機器の少
ないウズラ農場では事情が大きく違ったのだ。

4　現場事情に合った段階的管理への転換
改めてＡ社から現場事情の聞き取りを行う

なかで、社長から得た直筆の農場見取り図と
「群単位でなく、農場単位の管理でよい」とい
う言葉が大きなヒントになった。そこからの
検討作業は、実際のモノの流れ、現にある管
理帳票等の既存情報をできるだけビジュアル
化し、そこに新しいデータ管理手法のイメー
ジを加え、一つずつ確認しながら進めていっ
た。（第１、２図）
算出する指標も最低限とし「飼料要求率」と

パック卵の「歩留率」の２つに絞った。採卵経営
は一言でいえば、飼料から卵への（正確には商品
卵への）変換効率を問うビジネスであるからだ。
そうなるとこれら２指標の算出に必要なデ

ータは何としてでも取得しなければならない。

農業ICTの活用等、農業は数値データを重
視した経営に変わりつつある。しかし、家族
経営的な農業法人では、まだ手書きのノート
に日々の動きを記録しており、データを加工
分析するには至っていないケースも多い。完
璧なデータ分析は難しいとしても、記録した
データを経営改善に生かすサイクルに載せる
ことは経営規模にかかわらず有用だ。手書き
ノート管理から一歩進めるにはどこから始め
ればよいか。こうした問題意識からあるウズ
ラ農場（以下「Ａ社」）と生産技術指標管理の検
討を一緒に行うことになった。
なお、Ａ社は良好な経営成績を上げている

が、経営規模もかなり拡大しており、さらな
る発展には企業的経営への移行が必要だとい
う問題意識を持っている。

1　ウズラ卵の生産規模は鶏卵のわずか0.5％
2017年の業界紙によると、全国の養鶉農家

戸数は32軒のみ、ウズラ卵生産量は1.2万トン
で鶏卵生産量250万トンの0.5％の規模である。
ウズラ卵には底堅い需要はあるものの農家の
廃業による供給縮小が懸念されている。業界
規模が小さいゆえウズラ専用の機械設備は少
なく、養鶏のように自動化が進まず手作業工
程が多いのが悩みだ。

2　採卵養鶏の管理を手本に
機械設備と同様、経営管理ソフトにもウズ

ラ用のものはない。そこで採卵養鶏のソフト
を参考に簡単なものを作ることとした。まず、
ウズラの飼養マニュアル、養鶏の指導書を参
考にデータベースを設計し、これを自分で簡
単に作れるクラウド・システムに載せ、簡易
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Ａ社と知恵を絞った結果、「飼料給与量」は飼
料タンクの期首・期末の残量の目視計測と、
期中の飼料会社の納入伝票から概算で出す、
「産卵重量」は農場から受入れるコンテナ数に
平均重量10.5kgを乗じて出す、「産卵数」は平
均卵重10.5gなので１コンテナ＝1,000個という
概算で出す、「パック卵数」は出荷伝票を集計
する、ということになった。粗いが何とかデ
ータの目処が立ち、生産技術指標管理の試行
を始めることができた。試行が順調に進めば、
ここから範囲・項目の拡張、精度の向上を進
めていくことになるだろう。

5　大きく把握し、小さく始める
畜産の代表的指標である「飼料要求率」の

最も簡単な算出方法は、前年度の飼料購入量
と卵販売量を用い、会社全体で算出すること

だ。これなら売上・仕入伝票だけで算出でき
る。教科書的には群管理の徹底から始まるが、
データ取得に無理があるなら、まずは大きな
単位での管理から始めるほかない。管理を始
めれば疑問が生まれ、疑問を解くために詳細
に分析したいという実感も自然と生まれるだ
ろう。そこからコストをかけてデータ取得環
境を整備するのも現実的な手法だ。
本件検討を通じて筆者が得た教訓は以下の

６点になる。①事業実態や問題意識をモデル
化、イメージ化することで課題を単純化する、
②算出する指標を最低限に絞り込む、③極力、
今あるデータ、取りやすいデータを使う、④
目分量でも推定でもよいから何とかデータを
取る、⑤マクロ的管理から出発し、必要に応
じてブレイクダウンする、⑥必要性を納得し
て作業する、無理をせず狭い範囲から始める。
経営管理ソフトが市販されている業種の場

合でも、毎日データを入力しなければ分析結
果が出てこない点は同じだ。どこまで手間を
かけてデータ管理を行うべきか、農業経営者
には似た悩みがあるのではなかろうか。

　＜参考文献＞
・ 西村信彦（2017）「“存続の危機”のウズラ産業（1）」、『鶏
鳴新聞』2017.10.15

（おぐら　よしあき）

第1図　事業のイメージ化（一例）
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〈レポート〉農林水産業

主任研究員　田口さつき

歴史からたどる漁業制度の変遷　その9
─ 水産業協同組合法の成立 ─

2　束縛された漁民

1943年（昭和18年）の水産業団体法制定によ

り、漁業者の組織は漁業会へと改変させられ

ていた。同法の下、漁業会の人事は地方長官

が決めていた。また、組合の自治は全くの自

由ではなく、行政官庁が水産業の整備発達に

必要だと認めるときは、漁業会に対し事業の

施行を命じ、または、会則の変更その他の必

要な事項を命ずることができるなど、強い権

限を持っていた。

そのため、「封建的な官僚とボス、羽織漁師

と高利貸と仕込商人がのさばって、本当には

たらく漁民はその下積となって、あやつり人

形のようにあやつられ」（水産庁（1949））るとい

う漁業会もあった。

ところで、漁業会の全国組織である中央水

産業会は46年に漁業協同組合法案を公表し、

漁民の職能的な協同組合として地域的な漁業

協同組合の設立などの構想を示したが、GHQ

により閉鎖機関に指定され、47年に解散した。

1　漁協の根拠法の改訂へ

2018年12月８日未明に「漁業法等の一部を

改正する等の法律案」が参議院で強行採決さ

れ、成立した。６月１日に基本構想である「水

産政策の改革について」が公表されてから、

わずか半年での成立であった。

これに伴い、漁業協同組合等の事業の執行

体制の強化を図るためとして、水産業協同組

合法（以下「水協法」）に「理事のうち一人以上

は、水産物の販売若しくはこれに関連する事

業又は法人の経営に関し実践的な能力を有す

るものでなければならない
（注1）
」などの規定が入

った。ただし、これは漁業者からの要望で行

われたものでも、実態調査など現場を詳細に

調べ変更の必要性が認められたものでもない。

奇しくも12月６日の参議院農林水産委員会

の参考人質疑で赤間廣志氏は、（太平洋戦争か

ら復員した父から）「漁協ができ、組合に参加

した当時の喜びを幾度となく聞かされました」

と証言した。その喜びの基となった、水協法

の制定当時の状況を振り返る。

第1図　 

出典　水産庁（1949）、以下同じ

第2図　 
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3　自立的な漁民組織のために

一方、水産庁は漁業制度改革のための調査

を進め、漁民の意向も踏まえ、働く漁民の組

織のための法制化を進めた。このような過程

から生み出された水協法（1948年制定）は、一

部の階層による漁民団体の支配を無くすため、

次の３点が配慮されていた。①職能的な協同

組合とするため、組合に加入できるのは漁民

に限定した。この漁民とは、漁業を営む個人

又は漁業を営む者のために水産動植物の採捕

若しくは養殖に従事する個人である。つまり、

乗り子などと呼ばれる漁業従事者の組合運営

への参画の機会を開くことが意図されていた、

②漁民が自主的に組合を運営できるように組

合の設立、地区及び加入、脱退等は自由であ

る、③正組合員は各々一個の役員の選挙権と

総会での議決権を持ち、選挙で決められた役

員が事業の運営にあたることが定められた（第

１図）。なお、行政は、組合の運営に介入でき

ず、公正な運営に必要な限度において監督を

行うこととされた。

水協法の施行を受け、漁業会等が中心とな

り、勉強会などが開催された。また、水産庁は

積極的に教育資料（第２図）を作成し、全国に配

布するなどの努力を行った。それは、「協同組

合の民主化は、決して一片の法令、一年前の協

同組合法だけによって達成されるものではな

い。漁民大衆が本当に組合のしくみ、組合が果

して誰によって誰のために運営されているか

を認識し、この漁民支配のしくみを打破して

自分たちの組織とするのでなければ民主化は

されないことは当然である。したがって改革

は、漁民にこのしくみを知らせること、漁民が

自ら立って闘えるようにすることであり、その

ために現体制をゆすぶって漁民に闘い易いよ

うに機会を与えることである。」（水産庁経済課

編（1950）229頁）との信念が根底にあったからだ。

4　漁業権の管理団体として

前述したように漁協の設立は、自主的であ

り、加入、脱退が自由となった。しかし、漁

協が漁業権の管理団体になる場合、問題があ

った。例えば、漁業権漁場を利用していなが

ら漁業権を免許された漁協に加入しない漁業

者が出現する可能性があった。また、組合員

となろうとする者20人が発起人となるといっ

た要件を備えれば、漁協の設立は可能だった

ので、部落単位の小規模な漁協が設立され、

漁場の総合的利用を妨げる恐れもあった。

そのため、水産庁は、「漁業者及び漁業従事

者を主体とする漁業調整機構」として、海区

漁業調整委員会の設置とその権限を詳細に検

討したのである。

　＜参考文献＞
・ 水産庁（1949）「水産業協同組合のいろは」
・ 水産庁経済課編（1950）『漁業制度の改革　新漁業法條文
解説』日本経済新聞社

・ 田代洋一（2015）「“数の力”利用異論を封殺　地域密着の
協同を守れ」2018年12月11日アクセス
　https://www.jacom.or.jp/nousei/proposal/2015/
150911-28047.php

（たぐち　さつき）

（注 1）水協法に先行する「農業協同組合法等の一部
を改正する等の法律」（2015年）では、「認定農業者」
や「農協が行う事業又は法人の経営に関し実践的
な能力を有する者」を理事にする規定が新設され
た。これに対する意見として、「農協は政府機関
でも補助金団体でもない。自治と自立の組織であ
る。そういう組織に対して、農業所得の増大とい
う特定の政策目的（それ自体が偽りだが）で、その
役員構成に事細かく介入するのは不当介入であ
る。」（田代（2015））がある。
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〈レポート〉農林水産業

主席研究員　河原林孝由基

家族農業をSDGsの主役に
─ 国連「家族農業の10年」を迎えるにあたって ─

これは、「2014国際家族農業年」に際しての
評価であるが、当時その背景には食と農のグ
ローバル化・大規模化や近代的農業による負
の側面、つまり、農産物・食料の国際価格の
乱高下、気候変動や災害、大規模な土地収奪、
環境汚染、水資源の枯渇、多国籍企業による
種子の囲い込み、食の安全性などの問題に直
面していた。翻って、日本でも農林漁業者の
減少と高齢化、農山漁村の過疎化、食料自給
率の低下等、農業・食料生産システムの持続
可能性が問われていた。こうしたなか、小規
模・家族農業がその問題解決に期待できると
して、当時のFAO事務局長は、「家族農業以
外に持続可能な食料生産のパラダイムに近い
存在はない」、「国や地域の開発において、家
族農業を中心とした計画を実行する必要があ
る」と述べている。
眼下の世界の食と農をめぐる状況はどうで

あろう。当時指摘された問題は一層複雑化し、
家族農業がもたらしてきた（もたらす）価値は
一層鮮明になってきたといえるのではないか。
家族農業には様々な役割が備わっていること
が、改めてわかってきた。食料生産と農業の
多面的な機能の発揮で重要な役割を果たすだ
けでなく、全ての国で経済・環境・社会面で
の重要な要素を構成している。

3　これからは「SDGsの10年」
世界は「持続可能性」と「脱炭素化」へと

大きく舵を切った。プラネタリー・バウンダ
リー（Planetary Boundary：地球の境界、限界）
という考え方がある。ストックホルム・レジ
リエンス・センター所長でストックホルム大
学教授のヨハン・ロックストローム（Johan 
Rockström）氏らが提唱する概念で、気候、水
環境、生態系などが本来持つレジリエンス（回

1　「家族農業の10年」がスタート
国連は本年（2019年）から28年までの10年間

を「家族農業の10年」（the Decade of Family 
Farming）とすることを決定した（第１図）。
14年を「国際家族農業年」（International Year 

of Family Farming：IYFF）に定め、小規模・家
族農業の役割と可能性を再評価

（注1）

し、持続可能な
食料生産や食料（安全）保障、雇用創出、貧困・
飢餓対策などに取り組んだが、これらを更に発
展させようと、これからの10年を位置づけた。
ここでいう小規模・家族農業とは、「農業労

働力の過半を家族労働力が占めている農林漁
業」のことをいい、人的つながり（絆、相互扶
助・共同投資・連帯意識など）を持つ社会集団に
よる農業であり、資本的つながりによって結
合した企業的農業に対置するものと捉える。世
界の農業経営の85%が２ha未満（日本では80%）
であり、それが世界の食料の８割以上を生産
している。世界では小規模・家族農業抜きに
は、食料基盤と国土利用（保全も含む）は考え
られないのである。

2　家族農業に期待すること
家族農業がもたらす価値として、①食料供

給に果たす役割が大きい、②女性・高齢者に
も雇用の場を生
む、③血縁・地縁
の相互扶助や兼業
などで安定した経
営ができる、④大
規模・集約化より
環境負荷が小さ
い、⑤社会的・文
化的価値を保存す
る等、が評価され
る。

第1図　 「家族農業の10年」
  のロゴ

出所　FAO（国連食糧農業機関）
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復力）の限界を超えると、不可逆的な変化が起
こりうるというものだ。
その指標として、①生物圏の一体性（生態系

と生物多様性の破壊）、②気候変動、③海洋酸
性化、④土地利用変化、⑤持続可能でない淡
水利用、⑥生物地球化学的循環の妨げ（窒素と
リンの生物圏への流入）、⑦大気エアロゾルの
変化、⑧新規化学物質による汚染、⑨成層圏
オゾンの破壊をあげ、この枠組みで中核とな
るのが「気候システム」と「生物多様性」で
ある（第２図）。
人類が地球に与えている影響は、生物地球

化学的循環、生物圏の一体性で、既に人類が
安全に活動できる範囲を越えるレベルに達し
ているとされる。取り返しがつかなくなって
からでは遅いのだ。この強い危機感が15年９
月の国連サミットで採択されたSDGs（エスデ
ィージーズ、Sustainable Development Goals：
持続可能な開発目標）の土台になっている。
SDGsは16年から30年までの国際目標であり、
持続可能な世界を実現するための17のゴール
（目標）・169のターゲットで構成される

（注2）

。これ
からの10年は「SDGsの10年」でもある。

4　改めて問う、家族農業の価値
家族農業がもたらす価値（２の文中①～⑤）を

SDGsの目標にあてはめてみるとどうか。直接
的には目標１「貧困をなくそう」、目標２「飢餓
をゼロに」、目標15「陸の豊かさも守ろう」に
合致するが、それ以外にも複数の目標に合致
して様々な経済・環境・社会的課題を統合的
に解決することに貢献していることがわかる。
現在は「2014国際家族農業年」の当時と比べ、
SDGsの登場によって明確な評価軸が備わり、
家族農業の意義・重要性がより鮮明になった。

農業の営みは物質循環の起点であり、「気候
システム」や「生物多様性」の面で重要な役
割を担っていることに加え、農業が継続して
行われることで我々の生活に様々な有形無形
の恩恵をもたらしている。国土保全、水源涵
養、景観形成、文化伝承等、農村で農業生産
活動が行われることにより、様々な価値が生
み出される（農業・農村の多面的機能）。それらを
家族農業が担ってきた。我々が何気なく暮ら
している日常の風景は、決して自然のまま放
置（放棄）した状態ではなく、長い歴史のなか
で人間の手が入っていることを忘れてはなら
ない。農村での人々の暮らしが、そこにある。
世界各地で小規模・家族農業を関連政策の中

心に位置づけようとする国際的な流れが拡大
している。日本でも家族農業は農業の中心的
形態であり、今こそ真正面から向き合って評
価し、政策支援を具体化できるかが問われる。

　＜参考文献＞
・ 河原林孝由基（2018）「ライファイゼンの精神を今に─
SDGs・パリ協定時代に生きるドイツ・エネルギー協同
組合─」『農中総研 調査と情報』web誌、 1月号

・ 国連世界食料保障委員会専門家ハイレベル・パネル（2014）
『人口・食料・資源・環境 家族農業が世界の未来を拓く
─食料保障のための小規模農業への投資─』（家族農業研
究会〔代表 村田武〕・農林中金総合研究所共訳）農山漁村
文化協会

（かわらばやし　たかゆき）

（注 1）国連は「2014国際家族農業年」の設定にあたり、
付属の「世界食料安全保障委員会」に「専門家ハイ
レベル・パネル」を設置し、支援すべき「家族農業」と
はいかなるものかを議論させ、報告書を提出させて
いる。本文中の計数等は、国連世界食料保障委員会
専門家ハイレベル・パネル（2014）から主に引用した。

（注 2）詳しくは河原林（2018）を参照。

資料 Will Steffen et al.「Planetary boundaries ： Guiding human 
development on a changing planet」より環境省作成

第2図　プラネタリー・バウンダリーの考え方で
表現された現在の地球の状況
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ると、第１図のようになる。
同JAが2015年11月に准組合員向けに実施し

たアンケートでは、回答者の45％が広報誌や
ウェブサイトに掲載してほしい内容として、
JAなんすんの「産直市・朝市」を挙げた。こ
れを受け、JAの産直市、実施するイベントや
旬の食材の情報等を伝える准組合員向けの情
報誌「なんじゃ！」を16年11月に発刊した。
訪問を開始した時点では通常の広報誌を配布
していたが、現在は、准組合員訪問活動に合
わせて年に２回「なんじゃ！」を刊行し、配
布している。

3　訪問先リスト、地図の作成

訪問前には、本店の総合企画部から各所属
長あてに「准組合員訪問活動の実施について」
という文書を出し、実施期間（約２週間）や訪
問担当者、配布物、報告書の提出期限等を示
す。また、総合企画部は出資金台帳に登録さ
れている准組合員データを整備し、支店ごと
の訪問先リストを作成する。
18年６月には、准組合員２万４千世帯を、

本店の部長を含む全正職員で訪問した。１人
当たりの訪問先数は約70件であった。准組合
員数が多い支店には、総合企画部が本店から
の応援職員を割り当てる。応援職員には、本
人の地元や前任地などを割り振り、なるべく
同じ先を回ることができるよう配慮している。
支店では、支店長がリストのデータをもと

に地図システムを活用して担当訪問先の地図
を作成し、各職員に訪問先を割り当てる。地

1　准組合員訪問活動の目的

静岡県のJAなんすんでは、准組合員とのつ
ながりを強化するため、10年以上前から全職
員で全准組合員世帯を、６月と11月の年に２
回訪問している。准組合員に日頃の事業利用
への感謝の気持ちを伝えるとともに、JAの取
組みを知らせて理解を深めてもらう。そのう
えで、准組合員の意見や要望を聞いて事業に
役立てることを目的としている。

2　訪問に合わせた准組合員情報誌刊行

准組合員訪問活動の流れを、計画・実行・
評価・改善のPDCAサイクルに沿ってまとめ

主席研究員　重頭ユカリ

静岡県JAなんすんの准組合員訪問活動

第1図　「准組合員訪問活動」のPDCAサイクル

資料　JAなんすんでのヒアリングに基づき筆者作成

・准組合員向け情報誌「なんじゃ！」、
  カレンダー（秋のみ）の企画・作成
・「なんじゃ！」の内容を、役員・全部長が参加
する広報委員会で検討
・各支店あてに、准組合員訪問活動の実施
についての通知文書発出
・出資金台帳をもとに准組合員データの整備、
訪問先リスト作成
・支店にリスト配布、本店からの応援職員の
割り当て
・准組合員住所リストのデータを地図ソフトに
取り込み、訪問先地図を作成し、職員に割り
当て
・各職員は、割り当てられた地図をチェック
・訪問を行う日時等について職員間で調整

・地図を活用しながら、訪問を実施
・准組合員情報誌、地域ふれ愛活動のパン
フレット、キャンペーンチラシの配布
・「准組合員訪問報告書」の作成
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・准組合員の要望への対応を職員に指示

各支店
（支店長）

・面談率向上のための施策検討
・准組合員の要望を受け、准組合員向け情
報誌「なんじゃ！」の内容を検討
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供した場合には職員にポイントが与えられ、
年間の獲得が多い職員は表彰を受ける。訪問
時に、会話のなかでそうした情報を聞くこと
ができた場合には、報告書にも記載する。

5　支店で結果報告書を作成

支店長は、各職員から提出された報告書を
見て、具体的な要望等が出た訪問先について
は、支店内で情報共有を図り、担当職員に改
めて訪問するよう指示を出す。併せて、支店
全体の「准組合員数」「訪問数」「面談人数（本
人、家族、合計）」「本人面談率」「家族も含め
た面談率」等の「結果報告書」を作成する。
総合企画部は、各支店からの結果報告書を

とりまとめ、支店長からの意見を受けて、面
談率の向上に役立つ施策の検討等を行う。

6　訪問活動の効果

訪問活動は、特定の事業を利用するために
准組合員になった人が、その他の事業やJAの
様々な活動について知り、総合事業を理解す
るよいきっかけとなっている。また、職員に
とっても、担当業務以外の情報を准組合員に
伝えることによって、JAが総合事業を行って
いることを改めて実感することができる。
同JAでは、「地域ふれ愛活動」と呼ばれる

支店による協同活動も活発に行われているほ
か、援農ボランティア制度等も設けられてお
り、JAや農業への関心の高まりに応じて、准
組合員等が参加できる様々な取組みがある。
そうした情報を分かりやすく伝える准組合

員向けの情報誌を活用しながら、准組合員と
対話することにより、参加を促進し、つなが
りを深めるといった好循環がうまれていると
いえよう。

（しげとう　ゆかり）

図システムでは集合住宅の居住状況が分かり
にくい、世帯内の准組合員数が把握できない
といった問題があるため、各職員はリストと
地図の突き合せ作業を行う必要がある。訪問
先のリストそのものは、個人情報保護の観点
から事務所外への持ち出しを禁止している。
支店職員の間では、同じ業務を担当する職員
が同時に離席することがないように、訪問日
時の事前調整を行う。

4　情報誌を活用した話題提供

各職員は設定されている期間中の１～２日
を訪問活動にあて、地図上で回りやすい順を
確認し、効率的に訪問する。訪問先では、ま
ず日頃の取引きに対しての感謝を伝え、情報
誌「なんじゃ！」やキャンペーンのチラシ等
を手渡しながら、JAの取組みを紹介する。准
組合員向けの情報誌があると、訪問時に「新
しい情報誌をお届けにあがりました」と声を
かけることができ、あまり面識のない准組合
員に対しても話題を提供しやすい。そのため、
事前に訪問のための研修をしたり、経験の浅
い職員への同行訪問を行ったりしていない。
不在のお宅には、訪問しましたというメモ

をつけて情報誌やチラシ等を置いてくる。事
前に電話等でアポイントメントをとってから
訪問するケースはほぼなく、面談できる割合
はおおむね５割程度である。業務時間外に訪
問した場合は時間外手当が支給されるが、訪
問される准組合員のことを考慮し、実際には
土日や夜間の訪問はほとんど行っていないと
いう。
訪問を終えると、各職員は准組合員訪問報

告書を作成する。同JAでは、年金新規・指定
替え、年金予約、給与振込、住宅ローン、マ
イカーローンの取引獲得につながる情報を提
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2　絆世帯の選定
絆運動の具体的な取組み内容は、「役職員１

人あたり、管内から５世帯を『絆世帯』とし
て選定し、月に１回、各自の絆世帯を訪問し
て広報誌を手渡しで配布する活動」とまとめ
られる。
絆世帯の対象となるのは、JA管内に在住す

るおおむね50歳以下の世帯であり、組合員か
どうかは問われない

（注3）

。
そのため、50歳以下の職員では同級生を中

心に選び、50歳を超える役職員では、自身の
親戚や懇意にしている組合員の子女などを選
ぶことが多い。
現在は1,685世帯（役職員337人×５世帯）が登

録されており、その多くが准組合員や員外の
住民である。

3　訪問の実践
「広報誌を手渡しで配布する」ことが求めら
れるため、絆世帯への訪問は広報誌の発行日
から２週間以内に行うこととされている。
この期間内であれば、役職員は業務時間内

外を問わず絆世帯への訪問を実施できる。訪
問時のアポ取りや話法なども決まりがなく、
各役職員が絆世帯との関係性のなかで自由に
実施できる。
役職員と絆世帯は友人や親戚などの親しい

間柄にあるため、多くの場合、広報誌の手渡
しだけで終わることはなく、そこで世間話を
することになる。
世間話のなかでJAが対応できそうな相談や

要望があれば、役職員それぞれが対応するこ
とが求められている。

JA延岡では、組合員や地域住民との信頼関
係の再構築、次世代層（50歳以下の地域住民）と
のつながりの強化に向けた訪問活動として、
2017年12月から「絆運動」に取り組んでいる。
絆運動の大きな特徴として、その活動の

「ゆるさ」が挙げられよう。後述のように訪問
の目標や成果管理などの決まりごとが少ない。
これは、JAが絆運動を、５年後10年後を見据
えた活動と位置付けており、「始めやすく続け
やすい」ことを重視しているためである。
JAが絆運動を始めた背景も含めて、その実

践と特徴を報告する。

1　運動の背景
JAが絆運動を始めた背景には、将来への危

機感がある。利用者の高齢化が進む一方で、
次世代層とのつながりが希薄化しており

（注1）

、今
後の事業の継続性について楽観視できない状
況であった。
そこでJAは、若手職員で組織する事業改革

推進検討委員会
（注2）

で「あらたな『仲間づくり運
動』」をテーマとして検討を行った。JAを取
り巻く内外の環境を分析・議論して、「職員が
自ら出向いて人と関わることで、組合員・地
域住民との関係の醸成・再構築を図る」こと
が必要という結論にいたった。この委員会か
らの提案を具体化したものが「絆運動」であ
る。
JAの事業利用率の向上や口コミなどによる

顧客紹介も想定されているものの、それらは
あくまでも副次的な効果とみなされており、
あくまでも「関係の醸成・再構築」が目的と
なっている。

研究員　長谷　祐

JAと地域を結びなおす
─ 宮崎県JA延岡「絆運動」 ─
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のであって、報告書を書くことが絆世帯と職
員との関係に何かをもたらすわけではないと
考えている。

6　成果と今後の展開
以上のように、絆運動は親しい間柄の世帯

に気軽に訪問できるため、訪問への心理的な
ハードルも低く、全役職員による一体的な取
組みが実施されている。
絆運動が開始されてまだ１年しか経過して

おらず、事業利用と言う面では目立った成果
があらわれていないものの、広報誌を読んだ
絆世帯から貯金のキャンペーンに関する問い
合わせがあるなど、その萌芽も見えてきている。
絆運動の改善に向けては、事業改革推進検

討委員会のメンバーが引き続き協議を進めて
おり、今後、マニュアル整備や効果測定を実
施する予定である。

7　まとめ
絆運動はその訪問対象や管理のゆるさか

ら、始めやすく続けやすい取組みという特徴
がある。
さらに、それ以外に職員の顧客アプローチス

キルの向上という側面も指摘できる。絆世帯
との対話活動が、そのまま訪問のアプローチ
からクロージングにいたる一連の流れに対応
しており、それを長く続けることが効果的な
実践シミュレーションとなっているのである。
一方で、当然ではあるが、絆運動は即効性

のあるものではない。成果が見えてくるまで
には長い期間が必要となる。JAでも将来への
危機感から、「足元にあるものをしっかりと固
める、仲間づくりの原点となる運動」と捉え
ており、すぐさまJAの事業利用に反映される
とは認識していない。
「仲間づくり」には息の長い活動が必要とな
る。だからこそ、継続がしやすく足元をしっか
りと固められる絆運動が有効であるといえる。

（ながたに　たすく）

4　PR資材としての広報誌
広報誌はJAの活動記録であり、JAを知っ

てもらうには一番良いPR資材として、絆運動
で活用している。広報誌には毎号必ず自己改
革を取り扱うページがあり、読者にJAの自己
改革が伝わるよう工夫がされている。また、
旬な農産物やその調理方法、各種イベント情
報なども掲載されており、農家以外の読者に
も読みやすい広報誌となっている。
JAとして、広報誌以外のPR資材の利用や

特定のキャンペーンを推進したりするような
ことはない。これは、事業利用の話が前面に
出してしまうと、絆運動の目的である「関係
の醸成・再構築」を果たせないと考えている
からである。
ただし、各役職員が必要に応じて、キャン

ペーンやイベントのチラシをPR資材として利
用することもある。また、支店によっては支
店だよりを作成しており、支店職員が絆運動
時のPR資材として活用することもある。

5　絆運動の管理
訪問の管理は「『絆運動』管理シート」でお

こなわれる。しかし、このシートに絆世帯か
ら受けた相談や要望、提案の具体的な内容を
記載する欄はなく、「訪問した」ことだけを所
属長が確認する。
絆世帯からの相談や要望には、それぞれの

役職員がきちんとフィードバックすればいい

（注 1）宮崎県は高校卒業者の県内就職率・県内進学
率が低い。JA管内でも多くの若者が就職や進学を
機に県外に流出しており、希薄化の要因の一つと
なっている。

（注 2）将来を見据えた事業改革案の策定を目的に、
課長補佐級をメインとして14年から実施してい
る。絆運動が提案されたのは17年の第4次検討委
員会である。

（注 3）初回訪問時に絆世帯として登録する了解を得
ることになっている。また、絆世帯が50歳を迎え
た際には、役職員はその後も当該世帯とつながり
を維持しつつも、新たな絆世帯を選定することに
している。
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また、本所・本店担当部署は、訪問活動の

成果を総括し、それをもとに活動の改善策を

提示する役割を果たしていることも多い。

2　全職員の参加

全職員が参加する取組みであることも、４

事例に共通する特徴である。訪問活動は支

所・支店などの地域単位で行われる事例が多

いが、その場合は本所・本店の職員も地域に

割り振られて訪問活動に参加している。

全職員が参加することの意義は、より多く

の准組合員等にアプローチできるようになる

ことだけではない。一部の職員だけに負担を

求めるのではなく、若手からベテラン、管理職

までが公平に参加することで、「JA全体で本

気で取り組む活動である」という意識が醸成

されている。こうした一体感と公平感は、訪問

活動を継続する基礎になっていると思われる。

3　訪問のテーマづくり

４事例からは、訪問のテーマ、つまり訪問

する「口実」をつくることが重要であること

本誌では、准組合員や地域住民を対象とす

る訪問活動として、11月号でJAいがふるさと

の「家庭訪問活動
（注1）
」とJA岡山東の「くらしの

相談室運動
（注2）
」、今月号でJAなんすんの「准組

合員訪問活動」とJA延岡の「絆運動」という

４事例を紹介してきた。いずれも訪問活動を

通じて准組合員等との結びつきを強化し、JA

運営の土台作りにつなげている好例である。

４事例を踏まえ、准組合員等への訪問活動を

成功させるためのポイントを整理する。

1　本所・本店担当部署による全体管理

４事例で訪問活動を行う前提条件になって

いるのが、本所・本店担当部署による全体管

理である。具体的には、実施要領・実施規定

の策定や活動目的の設定などが挙げられる。

特に、多くのJAで重視しているのが労務関係

の整理である。訪問活動が土曜日・日曜日や

業務時間後に行われることがある場合には、

職員が納得して活動に参加できるよう、振替

休日の取扱いなどのルールを明確にしておく

ことが重要である。

主事研究員　寺林暁良

JAによる准組合員等訪問活動のポイント
─ 本誌で紹介した4事例の総括 ─

JA名 JAいがふるさと JA岡山東 JAなんすん JA延岡
活動名称 家庭訪問活動 くらしの相談室運動 准組合員訪問活動 絆運動

訪問対象 組合員世帯
員外利用者世帯 管内の全世帯 准組合員全世帯 絆世帯（役職員1人あたり5

世帯を選定）

訪問職員 一部事務所職員を除く
本支店全職員 本支店全職員 本支店全職員 本支店全役職員

訪問日・訪問頻度 毎月2日間（四半期に1回は
土日）

月に1回（おおむね第3土曜
日の午前中）

年に2回（6月・11月）、実施
期間約2週間中の2日程度

月に1回（担当者が任意に設
定）

資料　各JAからのヒアリングに基づき作成

第1表　 JAによる准組合員等への訪問活動の概要
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要望・質問に対しては支店等が回答・フォロ

ー、事業利用に対しては渉外担当者等が対応

できるような体制を整えている（もちろん、「報

告書」の作成が過度な負担にならないよう、簡

潔さも重要である）。

こうしたフィードバックの仕組みは、准組

合員等からJAに対する信頼感を高めることに

つながりうる。また、准組合員等からの意見・

要望をJAの運営に反映させたり、事業利用の

拡大につなげたりと、JAにとってもメリット

があるだろう。

5　活動の継続を重視すること

最後に、活動の継続を重視することの重要

性にも触れておきたい。

JAなんすんは10年以上、JAいがふるさとは

30年以上の長期にわたって訪問活動を継続し

ているため、准組合員等にも活動が定着してお

り、面談率も50％前後と高い。しかし、これは

両JAが長年活動を継続してきた成果であり、

訪問活動を始めたばかりのJAがこの水準を目

標にすれば、すぐに息切れしてしまうだろう。

一方、2016年に訪問活動を始めたJA岡山東

は、訪問件数や面談件数の目標は定めず、「今

月の重点項目」に沿って臨機応変に訪問活動

を続けることで、通年でみると極めて高い網

羅性を持つ取組みとしている。また、17年に

訪問活動を始めたJA延岡も、始めやすく続け

やすいという「ゆるさ」をむしろ大事にして

いる。活動を長く継続できれば、繰り返し訪

問して関係を深めたり、初めての先に訪問す

るチャンスも広がる。まずは、継続すること

に目標を置いて訪問活動を展開することが肝

要である。
（てらばやし　あきら）

もわかる。准組合員等は、正組合員と比べる

とJAになじみが薄い場合も多いが、そのよう

な訪問先に対しては、訪問の趣旨を明確に説

明できたほうがよい。経験の浅い若手職員に

とっても、明確なテーマがあったほうが訪問

しやすいだろう。

JA岡山東は、支店単位で「今月の重点項目」

を定めることで訪問活動のテーマを明示して

いる。また、JAいがふるさとは、高齢者への

「一声掛け運動」を兼ねることで、訪問活動を

継続することの正当性・必然性を高めている。

訪問のテーマづくりには、資材の活用も有

効である。JAなんすんでは、訪問活動で配布

することを想定し、准組合員向け情報誌「な

んじゃ！」を作成している。その他の３事例

も、広報誌を活用して訪問活動を行っている。

事業を紹介するチラシやパンフレットのほか、

年末にはカレンダーを配付するJAもある。訪

問先との対話のきっかけとして、こうした資

材が担う役割は大きい。

4　フィードバックの仕組みづくり

訪問活動の意義を高めるためには、JAから

一方的に事業推進や情報提供を行うのではな

く、准組合員等から要望・質問を受け付け、

フィードバックを行うための仕組みをつくる

ことも重要である。

JAなんすんやJAいがふるさと、JA岡山東

は、訪問・面談の結果や事業推進に関する情

報を整理するため、「報告書」を作成しており、

（注 1）尾高恵美（2018）「組合員世帯への『家庭訪問
活動』─ 三重県JAいがふるさとの取組み ─」『農
中総研　調査と情報』web誌、11月号。

（注 2）寺林暁良（2018）「『くらしの相談室運動』によ
る訪問活動─ 岡山県JA岡山東の取組み ─」『農中
総研　調査と情報』web誌、11月号。
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京オリンピック・パラリンピックの食材調達
基準を満たすことの証明にもなる。
普及に向けて、JAグループ茨城では、JA、

全農県本部や中央会等で県GAP連絡会を設置
して情報交換を行ってきた。また、承認を受
けた農産物をPRするために、シールを交付し
ている（写真）。
連絡会では、手挙げ方式で募集し賛同した

生産者30人をメンバーとするGAP部を設置し
て、取得まで毎月１回勉強会を行った。また、
担い手に出向くJA担当者であるTACがGH農
場評価員の資格

（注）
を取得するなど、職員の指導

体制も強化して取り組んだ。

3　記録がGAPの普及のボトルネック
GAPとは、農作業の安全を確保し、安全な

食品を供給するために、ルールに基づいて、
農作業の記録、点検、改善を行う仕組みであ
る。継続的に記録することが１つのポイント
となっている。

JAなめがたのちんげん菜部会連絡会では、
2008年にJA版GAPに取り組み始め、18年には
「茨城県GAP第三者確認制度」の第１号として
承認を受けた。ここでは、記録の作成に焦点を
当てて、GAP（Good Agricultural Practice：農業
生産工程管理）の取組みを紹介する。

1　10年前からGAPに取り組む
JAなめがたは、茨城県南東部の行方市と潮

来市を管内としている。管内では、1980年代
からチンゲンサイの生産が始まった。現在で
は、出荷量日本一の産地となっている。JAの
ちんげん菜部会連絡会（以下「連絡会」）の会員
数は58人であり、作付面積は約100ha、2017年
度の出荷量は1,642トンである。
会員数や出荷量が拡大した連絡会では、品

質の高位平準化を図るために、08年にJA版
GAPに取り組み始めた。連絡会では、作業用
具を格納する用具箱を生産者に支給するなど
により、17のチェック項目から始めて41項目
まで増やしてきた。

2　茨城県GAPの第 1号
さらに、20年東京オリンピック・パラリン

ピックへの食材供給を見据えつつ、第三者認
証取得へのステップとして、18年には「茨城
県GAP第三者確認制度」（以下「茨城県GAP」）
の承認を受けた。
茨城県GAPとは、県が定めたチェック項目

に適合することが条件で、野菜では56項目設
定されている。県や民間が現地調査を行い、
県と有識者による審査委員会が審査する。東

主任研究員　尾高恵美

ICT活用によるGAPにかかる記録作成の効率化
─ JAなめがた ちんげん菜部会連絡会の取組み ─

写真　 茨城県GAPのシールを貼付したチンゲンサイ
（JA茨城県中央会提供）
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られている。

5　JA職員の業務も効率化
JAでは、出荷前に、GAP部の全生産者につ

いて、ほ場ごとに農場管理日誌を確認して、
基準に適しているかを判断し、承認する作業
を行っている。
あい作は、JA職員の端末にもインストール

されている。生産者が入力した内容は、職員
もリアルタイムで共有できるようになってお
り、記録内容が基準に適合しているかどうか
を自動で判断する機能も備えている。これに
より、職員の承認作業も効率化されている。
加えて、あい作には、営農指導員が生産者

からの技術相談を受信し、返信する機能もあ
る。取引先との商談や出張先などのため相談
を受けた時点で対応できない場合にも受信し
て、用件終了後すぐに対応できることが、電
話相談とは異なる利点となっている。

ICT活用を通じて、生産者の記帳作業の簡
便化とJA職員の業務効率化により、GAPの普
及につながることが期待される。

（おだか　めぐみ）

毎日の記録は、カレンダーや手帳に書き込
む生産者が多い。ほ場ごとに、作業内容や施
用した資材の種類、量や方法のほか、農薬につ
いては希釈倍率や散布時の天候も記録する。
これを基に、JAが様式を作成した農場管理日
誌に記入して出荷時に提出し承認を受ける。
一日の作業が終わり、自宅に戻って疲れを

いやす時間帯に、毎日継続して記録するのは
容易なことではない。記録はGAPの普及にお
いて大きなボトルネックになっていた。

4　ICTによる生産者の手間の軽減
記録の簡便化のため、18年に導入したのが、

NTTデータが開発したアプリケーション「あ
い作」である。スマートフォン、タブレット
やパソコンにインストールして使用する。デ
ザインや用語など、わかりやすさに配慮した
画面をタップして、前述した内容をスクロー
ルして入力する（第１図）。
NTTデータでは、開発に当たって、茨城県

中央会のマーケティング研究会や、JA職員や
生産者へのヒアリングを通じて意見を取り入
れて、使いやすいように改善を繰り返してき
た。例えば、カレンダー形式で栽培履歴を参
照できる画面も、従来の記帳様式に近い方が
わかりやすいという生産者の意見を反映させ
たものである。
現在、連絡会GAP部の30人が試験的に利用

し、とくに６人が積極的に活用している。こ
のなかには、若手や後継者だけでなく、ベテ
ランの生産者も含まれている。利用者からは、
作業が終わったらすぐに入力できるため便利
という声や、作業前に画面をみて農薬の希釈
倍率の確認に使えて助かるといった声が寄せ

（注）GH農場評価員資格保有者は、現地調査に基づ
いてGAPのチェック項目の遵守度合いを評価し、
改善方向をアドバイスすることができる。GHは
Green Harvesterの略。

第1図　 生産者のスマートフォンのあい作画面

資料　NTTデータ提供
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寄　稿

木材産業は、丸太を加工して様々な木材製

品（木造建築物、紙パルプ、製材、集成材、合板、

プレカットなど）を製造販売する企業
（注5）
で構成さ

れている。木材産業各社の企業活動そのもの

であるといえる木材利用は、例えばSDGsの１

つである気候変動問題への対応と強く関連し

ている。そのため木材産業各社にとっては、

本業に専念し木材利用の促進に努めることが、

そのままESG課題の対応となり、結果、SDGs

の達成に貢献できる。この点は、他産業と比

較した木材産業の優位性であるといえる。一

方、ESG課題への自社の取り組みを、どのよ

うに多くのステークホルダーに伝えていくか

という点は課題であろう。

3　 木材産業によるESG課題への取り組みの

現状

木材産業各社は、ESGが注目される以前か

ら環境問題や社会問題に取り組んできた。木

材産業にとってESG課題はいわば「古くて新

しい」テーマである。そこで、木材産業各社

のESG課題に対するこれまでの取り組みの一

端を把握するため、製紙企業４社が過去10年

間に発行した非財務情報が掲載されている報

告書（以下、非財務報告書）を分析対象とし、各

社の報告書に特に高い確率で出現する語（特徴

語）上位10語を抽出した
（注6）
（第１表）。

結果、「認証」「排出」といった語が特定の

企業で上位となっていることから、同じ業界

であっても、企業ごとに異なる対応戦略を取

1　はじめに

最近、新聞を読んでいてよく目にするのは、

環境問題（E）、社会問題（S）、コーポレートガバ

ナンス（G）を意味するESGに関する記事である
（注1）
。

企業の社会的責任（CSR）や、企業と社会の協

業による共通価値創造（CSV）の観点から、

ESG課題に積極的に取り組む企業が増えてい

ることがその背景にある。

企業を取り巻く様々なステークホルダーの

中で、ESG課題への対応を強く後押ししてい

るのが、年金積立金管理運用独立行政法人

（GPIF）などの機関投資家である。彼らは、投

資先企業の評価にあたり、ESG課題への対応

姿勢を重視するESG投資に軸足を移しつつあ

る。ESG投資の市場規模は2016年時点で約

22.8兆ドルであり、世界の全運用資産残高の

1/4を占めるまでに成長している
（注2）
。

2　ESG投資の現状と木材産業の可能性

ESG投資の方法として、①ESGの要素を考

慮した投資先の選別（スクリーニング、インテ

グレーションなど）、②除外（ダイベストメン

ト）、③投資先との対話（エンゲージメント）の

３つがある
（注3）
。最近の動向として注目されてい

るのは、ESG課題の観点からネガティブなイ

ンパクトを持つ企業の株式を売却（除外）して

終わりとするのではなく、このような企業と

まず対話を行った上で、地球規模の環境問題

や社会問題への解決策を共に探っていこうと

する動きが強まっている点である
（注4）
。

東京大学 特任助教　長坂健司

ESG投資の現状と木材産業の取り組み
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に伝える方法＝マーケティングも重要である。

4　おわりに

ESG課題への取り組みは、木材産業の今後

にとって重要である。しかし、機関投資家や

環境NGOなど、木材産業とはこれまであまり

縁のなかったステークホルダーと、これから

は協働する必要がある。これらの新たなステ

ークホルダーとの関係性が十分に構築されて

いない場合、ESG課題の重要性は認識できて

も、具体的な行動を起こすのは容易ではない。

筆者が事務局メンバーとして関わっている

ESG課題に関する勉強会（「木材産業における

ESG」研鑽会）は、木材の需要拡大をめざす産

学官連携の組織である「木材利用システム研

究会」の会員有志で構成されている。現在は

フェイズⅡとして、他のステークホルダーと

の関係構築など木材産業内外の先行事例を学

んでいる。興味のある読者は、木材利用シス

テム研究会のホームページを参照頂きたい。
（ながさか　けんじ）

っている可能性があることが明らかになった。

また、「社会」「社員」といった語が上位とな

っている企業があることから、環境問題（E）

だけではなく、地域社会や労働環境などの社

会問題（S）にも積極的に関わってきた製紙企業

の存在が示された。

ESG課題への取り組み方法が、業界内で共

通である必要はない。木材産業各社は、それ

ぞれのステークホルダーと協働しつつ、自ら

の優位性を活かした経営戦略を立案実施すべ

きだろう。また近年では、ESG課題に関する

情報を積極的に開示する木材関連企業が増え

てきているが、活動成果をステークホルダー

（注 1）日本経済新聞電子版2018年10月の 1ヵ月間で
ESGが含まれている記事は28本であった（筆者調べ）

（注 2）参照：Global Sustainable Investment 
A l l i ance（2017），“Globa l Susta inab le 
Investment Review 2016”.

（注 3）参照：水口剛（2017）『ESG投資　新しい資本
主義のかたち』日本経済新聞出版社

（注 4）参照：馬場未希（2019）「石炭株売却は『投資
家の失敗』」、『日経ESG』、 1月号、38～41頁

（注 5）林野庁『平成28年度森林・林業白書』におけ
る定義

（注 6）参照：樋口耕一（2014）『社会調査のための計
量テキスト分析』ナカニシヤ出版、38～39頁

A社 B社 C社 D社
特徴語 出現率 特徴語 出現率 特徴語 出現率 特徴語 出現率

1 段ボール 0.156 環境 0.108 当社 0.098 グループ 0.253
2 環境 0.121 活動 0.103 環境 0.098 製品 0.115
3 工場 0.109 事業 0.091 事業 0.092 報告 0.105
4 排出 0.102 企業 0.085 工場 0.075 CSR 0.100
5 削減 0.095 社会 0.085 商品 0.071 森林 0.093
6 活動 0.078 森林 0.084 経営 0.070 社会 0.093
7 取組む 0.071 認証 0.082 生産 0.068 責任 0.088
8 使用 0.064 管理 0.081 行う 0.067 管理 0.079
9 生産 0.063 製品 0.079 古紙 0.067 経営 0.077
10 推進 0.062 行う 0.079 社員 0.067 取り組み 0.076

資料  過去10年間に発行された各社の非財務報告書により作成
（A社：環境・社会報告書、B社：コーポレートレポート、C社：コーポレートレポート、D社：CSR報告書）

（注）  出現率はJaccardの類似性測度（樋口（2014））。

第1表　 製紙企業 4社の非財務報告書における特徴語の順位表
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現地ルポルタージュ

2　プロトン凍結による高鮮度製品の開発

現在、浜坂漁協が注力しているのは、プロ

トン凍結技術を活用した冷凍ホタルイカ製品

の製造と直接販売である。プロトン凍結とは、

冷風で冷却するのと同時に磁気と電磁波を当

てることで細胞内で氷塊が大きくなるのを防

ぎ、解凍時の細胞破壊を抑え、高い鮮度保持

効果を実現するという先進的な急速冷凍技術

である。浜坂漁協で製造しているホタルイカ

製品「浜ほたる」は、プロトン凍結の後さらに

マイナス40度で40分以上の凍結処理が施され

ることで、解凍後内臓を含んだままでも生食

することができるようになっている。このプ

ロトン凍結技術を活用することで、ホタルイ

カを刺身として広く食すことができるように

なり、生食志向の強い大消費地・都市部への

アピールに成功している。特にプロトン凍結

によって生食用で販売できる期間が延びたこ

とが販路拡大のうえでは大きい。浜坂漁協で

は、さらに直販課にセールス担当を置き、販

漁獲量の減少、担い手の減少といった要因

による漁協の事業規模の縮小傾向は、当然に

漁協経営への負荷につながる。このような情

勢への対応として、全国の漁協系統では様々

な取組みに着手しているが、中でも冷凍冷蔵

施設を整備し、新しい加工品の製造・販売に

注力する事例が複数みられる。そういった事

例の一つとして、浜坂漁協の取組みを紹介す

る。

1　組合概況

浜坂漁協は、兵庫県の日本海側で、鳥取県

との県境に位置する新温泉町に所在している。

合併を経て、現在は本所と諸
もろ

寄
よせ

・居
い

組
ぐみ

の２支

所からなる体制となっている。2017年度末時

点の正組合員数は205人、准組合員数は144人

となっており、将来的に正組合員数が200人を

下回ることが懸念されていることから、総代

制廃止に向けた検討が進みつつある。管内の

主要な漁業種類は、ズワイガニ（松葉ガニ）、

ホタルイカ、エビ類、ハタハタを主対象とす

る沖合底びき網漁業であり、水揚げ金額の

92.8％を占めている（17年度）。沖合いか釣り漁

業の後退とともに、沖合底びき網漁業の地位

が相対的に向上するという経過をたどってき

た。なお、ホタルイカの水揚量は浜坂漁港が

日本一である。

研究員　亀岡鉱平

プロトン凍結を活用した販路拡大
─ 兵庫県浜坂漁協 ─

「浜ほたる」（写真：浜坂漁協ホームページ）
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とで販売可能期間の延長と生食ニーズへの訴

求を実現し、都市部へと販路を拡大させた。

全国的には、例えば冷凍倉庫を整備すること

で地元では需要がない魚種のストック能力を

高め、連携する地域への販売を拡大させると

いった取組みもみられるところである
（注）
。この

ように、冷凍冷蔵施設の整備とその有効活用

が、漁協の取組みのポイントとなっている事

例は多い。今後、漁業生産人口の減少などの

変化に適応した形での基幹施設の縮小再編が

全国的に不可避と考えられるが、その前提と

して加工や販売方法に関する戦略を明確に持

つことがより一層求められていくことになる

であろう。また、浜プランをはじめとして、

そういった取組みを支援する施策も引き続き

重要であることは言うまでもない。

浜坂漁協では、プロトン凍結を活用した取

組みの他に、異業種連携による販売拡大の動

きもみられる。アマエビ、モサエビ、オニエ

ビ、ガラエビと４種ものエビ類が水揚げされ

るという特徴を生かして、地元飲食店と連携

するプロジェクトである「浜坂地えび食べく

らべ」が18年から始まっている。その内容は、

２種類以上の地元産のエビを３種類以上の調

理法で提供するなどの条件を満たした地元飲

食店が地域のPRに参画するというものであ

る。これは、「浜ほたる」とは対照的に、観光

向けを含め地元での消費拡大を狙った取組み

と言える。地域内の資源を先進技術の導入や

異業種との連携といった多彩な方法で有効活

用していく営為が、全国の現場で進展しつつ

ある。
（かめおか　こうへい）

売体制の強化にも努めている。また、17年に

オープンしたばかりの道の駅「浜坂の郷」で

もこの「浜ほたる」は販売されており、地域の

PRに寄与している。販売手数料を中心とした

販売事業による利益が組合経営を支えるとい

う基本構造に変わりはないが、冷凍加工品の

直販事業が拡大し、経済事業の柱の一つとな

っていくことが目下のところ期待されている。

3　取組みを支える施設整備

浜坂漁協では、「浜ほたる」の製造を担うプ

ロトン凍結機を現在２台保有している。１台

目は13年に６次産業化推進整備事業を、２台

目は水産業競争力強化緊急施設整備事業を利

用して整備された。いずれも信漁連からの補

助残融資を受けている。また、後者は現在実

施中の広域浜プランと関連した補助事業であ

ることから、プロトン凍結機を活用した販路

拡大の実績は、広域浜プランの成果として捉

えることもできる。現在は、販売の好調を受

け３台目以降の整備が検討されており、高付

加価値型製品の製造・販売への一層の注力が

模索されているところである。くわえて、ホ

タルイカ以外の魚種についても、製品化に向

けた魚種ごとの最適な冷凍方法の試験が重ね

られている。

4　 先進技術導入や異業種連携をきっかけと

した地域活性化の動き

浜坂漁協は、新しい冷凍技術を導入するこ

（注）亀岡鉱平（2018）「浜の活力再生広域プランの取
組状況と地域間連携の実質」『農林金融』 8月号、
34～51頁参照。
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最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

農林金融2019年 1月号

農林金融2018年12月号
協同組合と経済学の近年の関係性強化

（小野澤康晴）

海外においては、協同組合の実践や存在意義、

所有・ガバナンスのあり方等について、経済学的

な視点から積極的に評価する動きが広まっている。

それは、国際協同組合年を機に行われたICA（国際

協同組合同盟）のカンファレンスなどに、多くの経

済学者が関与していることにも示されている。協

同組合を評価する経済学は、現在の主流派経済学

を批判し、集団的に行われている経済活動の実態

に基づくより現実的な経済理解の枠組みを構築す

べきという考え方である。わが国においては、そ

ういった経済学の普及が遅れているためにその動

きは反映されていないが、経済学に生じている変

化は、協同組合の対外的認知・理解の向上にとっ

て重要な意味を持つものであり、その動向をしっ

かりと把握していく必要がある。

農協における青果物共同選果場の
再編に向けた合意形成

（尾高恵美）

本稿では、広域合併農協における青果物共同選
果場の統合に向けた生産者の合意形成について取
り上げる。
共同選果場は、農業経営の効率化や生産者組織

の中心軸として、産地において重要な役割を果た
しているが、老朽化による修繕費の増加や生産量
減少による稼働率の低下が顕著となっており、生
産者や農協の負担増加という課題を抱えている場
合が少なくない。
課題解決のため、地域や品目を超えて共同選果

場を統合するには、それぞれ固有の背景をもつ生
産者組織の合意形成が必要となる。統合を実現し
た 3 JAの事例は、生産者組織の協議において、地
域、品目や世代の多様性に対応するとともに、そ
れらの違いを超えて共同選果場の課題や産地戦略
を共有することが肝要であることを示唆している。

2019年の国内経済金融の展望
（南　武志）

2018年は米国の通商政策が保護主義色を強めた

が、特に中国とは互いに高率関税を課し合う事態

に至った。16年半ばから持ち直した世界貿易の拡

大テンポは既に鈍っており、長期化の様相をみせ

る米中貿易摩擦の影響が顕在化すれば、世界経済

には無視しえない下押し圧力が加わるだろう。

19年度の国内経済を展望すると、輸出環境が厳

しさを増す中、民間設備投資も五輪特需を中心に

一服するとみられる。労働需給の逼迫を受けて、

家計の所得環境は改善が続くが、消費を本格回復

させるほどの力強さはない。10月には消費税率の

引上げが予定されており、政府は手厚い対策を講

じる構えであるが、年度下期の国内景気は調整色

が強まるだろう。日本銀行にも何らかの対応が求

められそうだ。

個人リテール金融の最近の注目点
（宮田夏希・藤田研二郎）

家計の金融資産残高は、2018年 6月末時点で
1,847.8兆円と過去最高水準を維持している。とく
に資金が現金や流動性預金に滞留する反面で、市
場性金融商品の保有は伸び悩みをみせている。同
時点での家計の金融負債残高は300.7兆円となって
おり、増加が続いている。これは、残高の 7割を
占める住宅資金借入れが堅調に増加していること
の影響が大きい。
金融分野の高齢社会対策では、現役時代からの

資産形成の促進について、iDeCoやつみたてNISA
等の普及のための取組みが積極化している。現状、
現金・流動性預金に滞留する家計の資産が、これ
らの動きのなかで投資に向かうのかが、今後の注
目点になる。そのほかに、住宅資産の価値を現金
に転換する金融商品である「リバース・モーゲー
ジ」の活用が期待されており、商品性の改善や取
扱金融機関の拡大といった動きが出てきている。
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最近の調査研究から 当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

金融市場

農林金融2019年 1月号

農林金融2018年12月号
新たな在留資格「特定技能」の概要

（石田一喜）

18年11月 2日に閣議決定された「出入国管理及
び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する
法律案」は、労働力の確保を目的とする新たな在
留資格「特定技能」の創設案を含んでいる。
特定技能は、特に人手不足が深刻な分野に限っ

た措置であるが、農業分野はその対象に含まれる
見込みであり、法案成立後は、外国人による農業
就労が広く認められることになる。
特定技能では、短期雇用に加え、派遣形態での

雇用も認められるなど、汎用性が高く、農業の労
働力ニーズと一致する点が多い。しかしながら、
人手確保をめぐる国際的競争や日本国内での業種
間あるいは地域間の競争も考えると、農業分野の
人手不足が解消するとは言い切れない。「選ばれる」
産業になることに加え、省力化機械の導入など、
中長期的な戦略を持つことが必要であろう。

農業競争力強化を目的とした農業政策と
高まりつつある地域の役割

（植田展大）

2017～18年にかけて「農業競争力強化プログラ
ム」に基づいて、農業の競争力強化を目的にした
法律の制定が続けられてきたが、18年の法改正を
もって必要とされた改革のための法律の制定や法
改正のほぼすべてが完了している。
本稿ではこうした農業の競争力強化政策が、

TPP対策として農業者の所得向上を目的にして始
まったことを確認したうえで、農業の競争力強化
を目的とした法律の一部を取り上げながら運用状
況等を整理し、法律が農業の競争力強化やその目
的である農業者の所得向上にかなう結果をもたら
しているのかを検討する。
そのうえで、種子法の廃止に伴う道県の条例制

定の動きや農地中間管理機構における「人・農地
プラン」の活用など、農業政策の「見直し」に着
目し、農業政策における地域の役割に関心が高ま
りつつあると指摘する。

潮流 　日本と中国、新たなパートナーシップに
向けて

情勢判断
（国内）
暗雲が漂い始めた日本経済
（海外）
1　労働市場、消費、企業部門において
堅調さが持続

2　投資の持ち直しで下振れ圧力が
やや緩和した中国経済

分析レポート
1　ユーロ圏の財政危機から見たイタリア問題

経済見通し
2018～19年度改訂経済見通し
分析レポート

2　都道府県別にみた宿泊施設・民泊の動向
連載
金融機関の新潮流
電子地域通貨でお金の地産地消をめざす
君津信用組合

今月の焦点
気候変動と財務情報開示

2018年12月号

潮流 　「トランプ大統領2020年再選」の蓋然性
情勢判断
（国内）
1　先行き悪化懸念が強まる日本経済
2　2018～19年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

（海外）
1　堅調な指標を受け、18年 4回目の利上げを
決定

2　2019年の経済運営の基本方針は安定成長を
目指す

分析レポート
1　2019年、世界の中のユーロ圏経済
2　19年の米国経済に関する10の注目点
3　製造業と地域経済（2）
4　地方銀行の2018年度中間決算の状況と
経営戦略

連載
金融機関の新潮流
取引先の訪問活動に力点を置く新発田信用金庫

海外の話題
「コウノトリ育むお米」シンガポールへ

2019年 1月号
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あぜみち

熊本の加工用バレイショについて

有限会社みどりライスセンター 代表　上原泰臣

加工用出荷では、Mサイズ以上をまとめ1.5
トンの大型コンテナで出荷することで、サイ
ズごとに選別したり揃えたりする作業時間を
大幅に短縮しました。もちろん単価は青果用
よりも安いのですが、毎年同じ単価で契約す
るので計画が立てやすく、収量増加と経費削
減に専念して、安心して栽培できるのがいい
ですね。
もともと弊社では加工用カンショの栽培を

していたので、面積当たりの作業時間を出来
るだけ減らして、効率よく栽培することに慣
れていました。外国人実習生を多く受け入れ
していたので、丁寧にゆっくりする仕事より、
多少雑でも早く終わることができる仕事のほ
うが教えやすい面もあります。価格にこだわ
るよりも、安定的に取引して確実に収益が得
られる方が良いと考え、バレイショは青果用
から加工用に変えました。
これまで、地域農業との関わりを中心とし

た経営を行ってきたなかで、後継者が減り、
耕作地が荒れていく現状を目の当たりにして
います。少しでも耕作放棄地を減らし、地元
の方を雇用するため、あえて土地利用型の農
業を行い、地域の生産者と連携して農産物の
ブランド化も行ってきました。これらは県が
進めている農業塾や農業経営同友会、法人協
会等、様々な農業団体に所属して関係を持つ
ことで、情報を得た結果だと思っています。
異常気象や災害が常態化しつつある現在、
様々なリスクを回避するためにも、情報を早
くとり入れて活かしていくことが、農業にも
必要だと思います。

（うえはら　やすおみ）

弊社は、熊本県の県北、福岡県との県境の
中山間地で活動している農業法人で、農産物
生産と稲作の作業受託を行っています。生産
品目は、米、飼料用米、バレイショ、カンショ、
かぼちゃ、キャベツ、大根、サトイモ等の露
地物ばかりです。ほとんどが播種前契約をし
ており、販売単価と大まかな出荷量を決める
ことで、計算ができる農業をしています。播
種前契約で面積が決まると、肥料や農薬等の
資材も計画的購入が可能となり、販売単価を
基準にして、経費削減と単収をあげることで、
収益を伸ばせるようになります。また、１年
を通じた計画的な生産によって労働力分散と
雇用もできるようになります。
農産物のなかでも、経営の中心は、加工用

バレイショです。年々面積を増やし、2017年
は15haまで拡大しました。なぜ、熊本でバレ
イショなのかというと、水稲の裏作として水
田をうまく活用できるからです。気候も合う
ため県全体でも、生産面積は拡大しているよ
うです。また、バレイショは栽培作業がほと
んど機械化しており、少人数で大きな面積を
栽培できます。18年からは農薬散布にドロー
ンの活用も始めています。
加工用の契約では、バレイショを収穫して、

すぐ出荷できる点が大変ありがたいです。基
本的なことですが、九州産は北海道産と違い、
貯蔵に向きません。栽培中に温度が段々上昇
するので成長が早い分、悪くなるのも早いよ
うです。以前行っていたバレイショの青果用
出荷では、200トンの出荷を行うのに選別と箱
詰めで40日もかかり、低温倉庫に入れたにも
関わらず、約20％も廃棄がでていました。
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